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国立感染症研究所機関評価報告書   

1．はじめに  

国立感染症研究所（以下「研究所」という。）における業務の目的は、感染症を制圧し、国   

民の保健医療の向上を図る予防医学の立場から、広く感染症に関する研究を先導的・独創的か   

つ総合的に行い、国の保健医療行政の科学的根拠を明らかにし、また、これを支援することに   

ある。この機能を整理すると、（1）研究業務、（2）感染症のレファレンス業務、（3）感   

染症のサーベイランス業務、（4）国家検定■検査業務、（5）国際協力関係業務、（6）研   

修業務等の業務に整理され、きわめて多岐にわたっている。   

研究所は、今日までに社会に多大なる貢献を果たしてきており、今後も世界に貢献する感染症   

分野の中核研究機関として大きく成長されることを望む。  

2．機関評価の目的  

研究所の研究開発機関評価は、「国立感染症研究所所内研究開発評価マニュアル」により、   

機関活動全般を評価の対象として行うこととされている。厳しい財政事情の下、限られた国の   

財政資金の重点的・効率的配分と研究者の創造性が十分に発揮されるよう、業務活動全般に関   

して、問題点や疑問点を抽出し、改善の方向性を示すことが研究開発機関評価の目的である。  

3．機関評価の対象  

今回の具体的機関評価の評定事項は、「国立感染症研究所所内研究開発評価マニュアル」に   

基づき、以下の事項を対象とした。   

（1）研究・開発・試験・調査・人材養成等の状況と成果   

（2）研究開発分野・課題の選定   

（3）研究資金等の研究開発資源の配分   

（4）組織・施設設備・情報基盤・研究及び知的財産権取得の支援体制   

（5）疫学・生物統計学の専門家が関与する組織の支援体制   

（6）共同研究・民間資金の導入状況、産学官の連携、国際協力等外部との交流   

（7）研究者の養成及び確保並びに流動性の促進   

（8）専門研究分野を生かした社会貢献に対する取組   

（9）倫理規程、倫理審査会等の整備状況  

4．評価の方法   

評価は研究所所長から委嘱された11名の委員（資料1）で構成される国立感染症研究所研   

究評価委員会（以下「委員会」という。）において、次により実施した。   

（1）各委員に研究機問評価資料を配布（平成19年12月20日）。   

（2）委員会を平成20年2月13日（水）東京都新宿区の研究所戸山庁舎において開催。   

（3）委員会の具体的な進め方は、研究所からの説明、質疑応答、全休討論及び委員のみに  

よる審議。   

（4）委員会当日配布した機関評価票に各委員の評価結果を吉己載し、後日送付されたものを  

報告書としてまとめ研究所所長に提出。  
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5．機関評価の結果   

個別事項に関する評価は、以下のとおりである。  

（1）研究・開発・試験■調査■人材養成等の状況と成果  

定員削減が大きくのしかかっている中、研究所全体としては研究・開発・試験・調査及び   

人材養成にわたり、各部門がそれぞれに一定の成果を上げている。特に研究に関しては一部   

の部において非常に積極的に行われており十分な業績が上げられている。しかし、地道な感   

染症研究を世界レベルで展開するには、10年先を見た長期的な展望の確立が必要である。   

人事、予算、組織、研究等に関する所としてのロードマップを作ることが必要。  

その為に所長のもとに各種の将来検討委鼻会を設けては如何か？その際感染研が担って   

いる、CDC、FDA、相川の役割についてどれにプライオリティーを置いて行くべきか所として   

のビジョンを示してゆくべきである。更に今回の研究評価のプレゼンにおいても感じられた   

が、各部門における効果的な成果の公表にさらなる努力をしてもらいたい。FETPのフォロ   

ーアップや連携大学院制度を活用した大学院生等の獲得を積極的に行い、人材育成について  

より一席の努力を願いたい。所長説明ではインフルエンザ研究センターや肝炎研究センター   

の構想があったが、具体的な内容はほとんど示されなかった。しかし、このような構想を突   

破口として人材整備、研究分野の拡大、発展を本格的に開始してほしい。  

（2）研究開発分野■課懸の選定  

国の感染症関係のトップの研究所であることを考えると、感染研はいかなる新興感染症の   

登場にも対応できる体制が整っでいなければならない。各部門において、国内外のニーズに   

対応してほぼ適切に研究課題が選定されている。そしてその成果が行政的に反映されやすい  

ものとなっている。  

その上で上述したような中期的、長期的展望に立った課題設定が必要といえる。特に基礎   

研究だけでなく感染症対策に直接寄与する課題ももっと積極的に取り上げられるべきであ   

る。その際感染研情報センターはサーベイランス業務、国際連携、疫学業務に更に力を注ぎ、  
人材を育成、獲得していってほしい。症候群サーベイランス、イベントサーベイランスの研   

究並びにその体制確立が最も重要で、基礎研究を引きずっているのは不自然である。情報セ  

ンター本来の業務に向けるべきである。  

（3）研究資金等の研究開発資源の配分  

基礎研究費の減少を上回る厚生科研費の増加があるので、トータルの研究費全体としては   

決して危機的ではないだろう。学問的意味が大きくないルーチン業務への予算措置が不十分   

にならぬよう注意してほしい。特に寄生虫疾患のようにわが国では発生が非常に減少した疾   

患対策、生活衛生対策や国際協力を含め、これまでの知見や技術を維持向上させる為、特別  

の配慮を要する部門もある。しかしその一方で獲得された研究資金が本来通常業務として行   

われるべき活動に対し使用されている。基盤経費が減額されている中でやむを得ない面もあ   

るが、本来は基盤経費でまかなわれるべきものでないか。更に基盤研究費の使用については  

もっと所長のイニシアティブを発拝し、真に感染研の基盤となるところに使用されるべきで   

あり、現在のように単に人当研究費としての使用は抑えるべきである。又、基盤研究費、研  
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究事業費による研究案件選定に関する基準が明確でないのも理解しがたい。  

（4）組紙・施設設備t情報基盤・研究及び知的財産権取得の支援体制  

感染研内に中長期的展望を開く為の将来構想委員会を設置し、所長の裁量権を飛躍的に増   

大させ、そして組織基盤整備を衆知を集めて内部改革してゆくべきである。検討課題として   

は  

（i）FDA機能とCDC機能の分離を検討  

（ii）国立国際医療センターの感染症研究との機能と役割の整理  

（iii）BSL4施設の稼働について、厚労省などとの緊密な連携のもとの事態打開  

（付）定員削減についての新しい提案  

（V）知的財産権の取り扱いについての、感染研内部での事務部門を含めた支援体制確立  

（Vi）公衆衛生、疫学の専門家を増加させる   

等が挙げられる。  

（5）疫学・生物統計学の専門家が関与する組織の支援体制  

情報センターを核として、感染研では情報の把握に関しては良くやっている。しかし情報   

センターにはサーベイランス以上の多くの業務が求められており、感染症の発生の原因（環   

境破壊も含め）を明らかにし、発展させてほしい。その為には疫学者の補充が不可欠であり、   

CDCの例にならい強く定員要求すべきである。そして業務と研究のバランスを配慮しつつ、   

所としての短～中期展望に則った活動を展開する必要がある。  

FETP養成活動は高く評価する。軌道に乗ってきたといって良い。しかし、平均5名と極   

めて少人数であり、米国などが毎年数百人養成し全体で数千人確保していることを考える   

と、わが国が迅速な派遣などに対応できる体制の構築を計画的に行っているとは言い難い。   

そして、FETP修7者がそれを生かせる仕組みを併せて考えてほしい。  

又、生物統計の専門家の関与を必要とする分野はこれからも増大してゆくと考えられ、情   

報センター以外にも配置が必要であるし、又、そのリソースを持つ国立保健医療科学院との   

連携も促進していってほしい。  

（6）共同研究・民間資金の導入状況、産学官の連携、国際協力等外部との交流  

競争的資金の導入が右肩上がりになっているのはある意味喜ばしいのであろうが、上述し   

たように、研究と業務との兼ね合いが常に問題となるので、やはりある程度のコンセンサス   

を得たビジョンのもとで着実に活動してもらいたい。民間企業からの研究生をもっと積極的   

に受け入れてほしい。産学官の連携をもっと高める方向にあっても良いと考えられるが、や   

はり国立として残る方が良い。  

国際協力は良く行われている。この協力を可能とするシステム、リンク、ネットワークは   

かなり充実してきているようだが実質的な恒常的協力体制、協同研究プロジェクト推進によ   

って、持続的な信頼関係を確実に構築して頂きたい。又、国内的にはレファレンス事業、病   

原体・検査マニュアルの作成、講習会開催などを通じた地方衛生研究所等との一層の連携が   

望まれる。その際共同研究をやってゆく上で必須なレファレンス株の輸送代が現在問題とな   

っているが、感染研は国研として是非予算化に努力してほしい。  
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（7）研究者の養成及び確保並びに流動性の促進  

若手研究者の育成、雇用という面では課題がある。今後積極的に人材の育成、新規雇用が   

推進できるような休制にする必要がある。その中で近年大学との連携によって学生をとるな  

どの努力がなされているが、今後も促進すべきである。流動研究員枠をより確保できると流  

動性を保って研究者育成が可能になると考えられる。  

FETPに関しては年に5人では少なすぎる。感染症対策への全国的底上げに最も役立つの  

で、可能なら定員を増やすことが望まれる。又、コース受講者への経済的支援は必須である。  

（8）専門研究分野を生かした社会貢献に対する取組  

部署により差異はあるものの感染研としては以前よりは良好に推移している。HPやweb、  

ガイドラインなど社会に情報を提供することも，削こ意識されていて評価される。又、時宜を   

得た研修、実技講習などの実施は負担の大きいものだが、一定程度なされており評価できる。   

社会貢献は積極的になされているといってよいが、より横棒的な国際貢献も求められてい  

る。  

（9）倫理規程、倫理審査会等の整備状況  

倫理規定は良く整備されているが、審査委具会の開催の年4回、1回の評価課題が20～30  

というのは多すぎる。開催回数を増やすなどして迅速に、かつ十分な審議を行うべきである。  

総合評価  

国立感染症研究所はわが国の国立試験研究機関として、変貌する感染症の基礎研究、感染症   

のレファレンス／サーベイランス、製剤の国家検定、検査業務など多岐にわたる業務を持って   

いる。又、昨今の感染症の性格から機敏な国際対応が求められる。更に基礎研究も基盤的な開   

発研究から実際に実用化され使用される為のトランスレーショナルな研究も又、要求されてい   

る。感染研で行われる研究の多くは国としてのミッション性を有している。所全体としてこの   

感染研の国研としての使命はよく自覚され、成果も上がっており高く評価する。予算、定見の   

状況は困難なものであるが、感染症全体に関わる危機管理の責務はよく果たしている。   

新興感染症に対しては、国研としてどのような疾患に対しても即時に対応できる準備をして   

おかねばならない。一方でこの多岐にわたる感染研の機能の中で共に必要な機能を重点的に絞   

り込み、大胆にスクラップ／ビルドを進めることも必要であろう。今後日本における廿闘の本   

格的な執行が始まるとCDC機能に関する業務量がますます増大することが予想される。感染研   

だけで決めることはできないにしろ、これまでも指摘されてきたFDA機能の切り離し等の大幅   

な見直しを含めて感染研のビジョンを示す時期である。  

限られた研究陣でよく活躍していると考えられるが、研究が受動的（何かが現れるとそれに   

対処する体制）に行われていないだろうか？将来を見すえた感染症対策を国レベル、世界レベ   

ルで考え、それに向かって長期的展望に立ち努力することが望まれる。中・長期的展望につい   

ては所内に将来計画委員会などを設置し、所としてのコンセンサスを得ることも必要であろ   

う。また優れた開発計画は優れた基礎研究から生まれるものなので、産学官の連携のもと、基   

礎研究を重視した実学を推し進めることは感染研にとって非，削こ大切である。  
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最後にアジア地域で多く発生する新興感染症への対応体制、それが国として考える時、感染  

研のBSL4施設が未だ稼働されていないのは大きな問題である。関係諸機関、政府とも連携し、  

早急に対策を講じることを期待する。  

以 上  

平成20年9月1日  

国立感染症研究所長 殿   

国立感染症研究所研究評価委員会  

委員長 壇 添 忠 生  
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国立感染症研究所研究評価委員会 委員名簿  

氏  名   所  属 ■ 職  名   

○委員長  

壇添忠生  国立がんセンター■名誉級長   

竹内   勤  慶應義塾大学医学部・教授   

甲斐知嘉子  東京大学医科学研究所・教授   

日中 慶司  財団法人結核予防会・結核研究所顧問   

野本 明男  東京大学大学院医学系研究科・教授   

光山 正雄  京都大学大学院医学研究科・教授   

木村   菅  真東逓信病院・病焼長   

押谷   仁  東北大学大学院医学系研究科．・教授   

田中 智之  堺市衛生研究所・所長   

遠藤 弘良  国立国際医療センター・国際医療協力局長   

三宅   智  厚生労働省健康局・結核感染症課長   
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機関評価に係る対処方針  

国立感染症研究所  

所長 宮 村 達 男   

平成20年9月1日付けをもって国立感染症研究所研究評価委員会委員長から提出された「国  

立感染症研究所機関評価報告書」においての当研究所の業務活動全般に関しての意見等について  

は、今後、下記の方針により対処いたしたい。  

1．研究・開発・試験■調査・人材養成等の状況と成果   

＜意見等＞  

定員削減が大きくのしかかっている中、研究所全体としては研究・開発・試験・調査及び人   

材養成にわたり、各部門がそれぞれに一定の成果を上げている。特に研究に関しては一部の部   

において非常に横棒的に行われており十分な業績が上げられている。しかし、地道な感染症研   

究を世界レベルで展開するには、10年先を見た長期的な展望の確立が必要である。人事、予算、   

組織、研究等に関する所としてのロードマップを作ることが必要。その為に所長のもとに各種   

の将来検討委鼻会を設けては如何か？その際感染研が担っている、CDC、FDÅ、NIHの役割につ   

いてどれにプライオリティーを置いて行くぺきか所としてのビジョンを示してゆくべきである。   

更に今回の研究評価のプレゼンにおいても感じられたが、各部門における効果的な成果の公表   

にさらなる努力をしてもらいたい。FETPのフォローアップや連携大学院制度を活用した大学院   

生等の獲得を積極的に行い、人材育成についてより一房の努力を患いたい。所長説明ではイン   

フルエンザ研究センターや肝炎研究センターの構想があったが、具体的な内容はほとんど示さ   

れなかった。しかし、このような構想を突破口として人材整備、研究分野の拡大、発展を本格   

的に開始してほしい。   

＜対処方針＞  

感染研には担うべき機能としてCDC、FDA、N川の役割がありますが、あくまでも根本はN川的   

な基礎医学研究機関としての感染症、微生物学研究機関です。その上にCDC、FDA的な機能を果   

たすことで発展してきました。そして＜感染症を制圧し、国民の保健医療の向上を図る予防医   

学の立場から、広く感染症に関する研究を先導的、独創的かつ総合的に行い、国の保健医療行   

政の科学的根拠を明らかにし、またこれを支援する＞為の国立研究所としてはこの3つの機能   

を持つことは必然であり、世の付託に応えるものであります。そしてこれらの機能は決して独   

立しているわけでなく、有機的に連関してそれぞれの機能の活動を高めている世界的にみれば   

極めてユニークな国立研究機関です。一方で3つの機能を全て持つには研究所の人員、施設は   

不十分といえます。限られた人員で多岐にわたる感染症、変貌する病原体、感染症に対する社   

会の対応の変化に対応するために、この3つの機能を併せ持つことの特性を許容し、活用して   

感染研は今日にいたりました。それは、歴代所長、副所長はもちろん所員全員がある意味苦悩   

しながら国研としての使命を果たすため、必要なことと認識して参りました。  

しかし国立研究所として必要なこのNIH、CDC、FDA機能をすべて今後どうして維持してゆく  
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か、あるいは優先付け（分離も視野に入れて）してゆくか、ご提言戴いた将来検討委員会を速  

やかに発足させ、所をあげての将来計画を立案し、人事、予算、組織、そして研究の方向につ   

いて中長期的なロードマップを作成致します。就中、感染研が発足以来NationalControI   

Laboratoryであり、NationalReguIatory Authorityである本省と連携をとり、我が国にお   

ける医薬品開発、品質管理、審査における感染研の位置付けをその役割とともに明確にしてゆ   

くのは焦眉の課題です。長期的対応としては、センター構想があります。現在要求中のインフ  

ルエンザウイルス研究センターの他、例えば肝炎研究センター、腸管感染症センター、薬剤耐  

性■院内感染解析センター、動物由来感染症センター、抗酸菌感染症センターなどの横断的部   

門に組織再編していくことを検討していきます。   

研究所は結局‘‘人”です。いかに有能な人材を集め、育成、整備してゆくか？は研究所の死  

活にかかわる問題と認識しております。ご案内のFETPのフォローアップ、連携大学院制度の活   

用をはじめ．若い内外の流動研究員、協力研究員が力一杯研究できるような研究環境整備、支   

援体制を作り努力して参ります。  

2．研究開発分野・課題の選定   

＜意見等＞   

国の感染症関係のトップの研究所であることを考えると、感染研はいかなる新興感染症の登  

場にも対応できる体制が整っていなければならない。各部門において、国内外のニーズに対応   

してほぼ適切に研究課題が選定されている。そしてその成果が行政的に反映されやすいものと   

なっている。   

その上で上述したような中期的、長期的展望に立った課題設定が必要といえる。特に基礎研   

究だけでなく感染症対策に直接寄与する課題ももっと積極的に取り上げられるべきである。そ   

の際感染研情報センターはサーベイランス業務、国際連携、疫学業務に更に力を注ぎ、人材を   

育成、獲得していってほしい。症候群サーベイランス、イベントサーベイランスの研究並びに   

その体制確立が最も重要で、基礎研究を引きずっているのは不自然である。情報センター本来   

の業務に向けるべきである。   

＜対処方針＞   

感染研における基礎研究は感染症の予防、診断、治療にかかわるものであって、その成果を   

応用して、最終的に感染症のコントロールに寄与するものを志向しています。その中で情報セ   

ンターは感染研のCDC機能を果たす部門として感染研の前面にたち多くの業務を有しています。   

FETPの強化は内外から強く期待され、重要なポイントです。今までも問題となっているよう   

に、また厚生労働省に要請してきているように、その維持のための資金等（経済的支援等）の   

確保をどのようにするかの具体化が必要です。定点を増やすことよりも、まずは応募者の拡大   

を図る努力をする必要があり、そのためには今までも問題となっている流動研究員などによる   

身分の保障の確保、派遣先との密なる連携が不可欠です。   

情報センターは将来的には2部門（情報収集・解析部門と疫学調査部門）に分け、人的には   

専門的な疫学者の充実を図ります。情報センターにある基礎研究ラボラトリーは現在でも情報   

センターの疫学調査に不可欠な機動力のあるラボ診断をめざしていますが、感染研全体の微生   

物担当部とよりよい連携の．もと、感染研絵休が情報センターを支えてゆきます。  
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3．研究資金等の研究開発資源の配分   

＜意見等＞   

基礎研究費の減少を上回る厚生科研真の増加があるので、トータルの研究費全体としては決   

して危機的ではないだろう。学問的意味が大きくないルーチン業務への予算措置が不十分にな   

らぬよう注意してほしい。特に寄生虫疾患のようにわが国では発生が非常に減少した疾患対策、   

生活衛生対策や国際協力を含め、これまでの知見や技術を維持向上させる為、特別の配慮を要   

する部門もある。しかしその一方で獲得された研究資金が本来通常業務として行われるべき活   

動に対し使用されている。基盤経費が減額されている中でやむを得ない面もあるが、本来は基   

盤経費でまかなわれるべきものでないか。更に基盤研究費の使用についてはもっと所長のイニ   

シアティブを発揮し、真に感染研の基盤となるところに使用されるべきであり、現在のように   

単に人当研究費としての使用は抑えるべきである。又、基盤研究費、研究事業費による研究案   

件選定に関する基準が明確でないのも理解しがたい。   

＜対処方針＞－   

感染研では数年前より人当研究費は配分されていません。感染研の研究業務には学問的に重   

要でも、なかなか論文としてその成果を公表し競争的研究資金を獲得することが困難なルーチ   

ン業務があります。しかし地道な実務的仕事こそ感染研の研究活動の根本でありその維持を考   

えれば、基盤的研究費の確保は必要不可欠です。ご指摘に沿い、基盤的研究費の課題を定期的  

（3～5年ごと）に見直し、目的に合った課題の設定を行うことが必要と存じます。   

4．組織・施設設備一博報基盤・研究及び知的財産権取得の支援休制   

＜意見等＞   

感染研内に中長期的展望を開く為の将来構想委鼻会を設置し、所長の裁量権を飛躍的に増大   

させ、そして組織基盤整備を衆知を集めて内部改革してゆくべきである。検討課題としては  

（i）FDA機能とCDC機能の分離を検討  

（ii）国立国際医療センターの感染症研究との機能と役割の整理  

（iii）BSL4施設の稼働について、厚労省などとの緊密な連携のもとの事態打開  

（N）定点削減についての新しい提案  

（V）知的財産権の取り扱いについての、感染研内部での事務部門を含めた支援体制確立  

（vi）公衆衛生、疫学の専門家を増加させる   

等が挙げられる。   

＜対処方針＞   

ご指摘の全ての課題について将来構想委魚会を発足させ検討に入ります。   

感染研にとって国立国際医療センターとの連携、機能整理は特に重要です。将来委員会の構  

想が具体化してきたら医療センターからも委員に加わって戴く予定です。   

また現今の世界の感染症状況を考えると、BSL4病原体を病原体診断目的のために日本で適  

切に扱うため既設の施設を稼働させることは喫緊の課題で、そのために感染研として最大の努  

力をする必要があります。BSL4施設の稼働は感染研の日本の感染症研究の中心機関として社  

会的使命を果たすための必須な業務の一つです。しかし、そのためには、まずは関係諸方面に  

感染研で行われている研究をよく理解してもらうこと、そして病原体の特質に応じて適切な設  

備で最大の注意をもって実験がおこなわれていることを理解してもらうことが不可欠です。厚  
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生労働省とよく連携をとり、決してあせらず地道に理解を得るための努力を積み重ねて行きま   

す。  

5．疫学1生物統計学の専門家が関与する組織の支援体制   

＜意見等＞   

情報センターを核として、感染研では情報の把握に関しては良くやっている。しかし情報セ   

ンターにはサーベイランス以上の多くの業務が求められており、感染症の発生の原因（環境破   

壊も含め）を明らかにし、発展させてほしい。その為には疫学者の補充が不可欠であり、CDC   

の例にならい強く定点要求すべきである。そして業務と研究のバランスを配慮しつつ、所とし   

ての短～中期展望に則った活動を展開する必要がある。   

FETP養成活動は高く評価する。軌道に乗ってきたとい 

少人数であり、米国などが毎年数百人養成し全体で数千人確保していることを考えると、わが   

国が迅速な派遣などに対応できる体制の構築を計画的に行っているとは言い難い。そして、   

FETP修了者がそれを生かせる仕組みを併せて考えてほしい。   

又、生物統計の専門家の関与を必要とする分野はこれからも増大してゆくと考えられ、情報   

センター以外にも配置が必要であるし、又、そのリソースを持つ国立保健医療科学院との連携   

も促進していってほしい。   

＜対処方針＞   

ご指摘のとおり、情報センターの機能削ヒにつとめます。ただ人員をふやせば事足りるわけ   

では決してなく、感染研全体の中で機能整理をしながら効率よく情報センターの国内外での活   

動強化に努めます。国立保健医療科学院との連携は所をあげて対処いたします。   

6．共同研究・民間資金の導入状況、産学官の連携、国際協力等外部との交流   

＜意見等＞   

競争的資金の導入が右肩上がりになっているのはある意味喜ばしいのであろうが、上述した   

ように、研究と業務との兼ね合いが常に問題となるので、やはりある程度のコンセンサスを得   

たビジョンのもとで着実に活動してもらいたい。民間企業からの研究生をもっと積極的に受け   

入れてほしい。産学官の連携をもっと高める方向にあっても良いと考えられるが、やはり国立   

として残る方が良い。   

国際協力は良く行われている。この協力を可能とするシステム、リンク、ネットワークはか   

なり充実してきているようだが実質的な恒常的協力体制、協同研究プロジェクト推進によって、  

持続的な信頼関係を確実に構築して頂きたい。又、国内的にはレファレンス事業、病原体・検  

査マニュアルの作成、講習会開催などを通じた地方衛生研究所等との一層の連携が望まれる。   

その際共同研究をやってゆく上で必須なレファレンス株の輸送代が現在問題となっているが、  

感染研は国研として是非予算化に努力してほしい。   

＜対処方針＞   

民間企業等との共同研究は現在36件進行中であり、65名の協力研究員を受け入れていま  

す。一時期に比してこの数は減っていますが、国立研究所としてワクチン等の国家検定にかか  

わる企業出資の共同研究もしくは依頼研究は差し控えています。一一方で萌芽的な研究課題につ  

いては積極的に産学官の連携に参画します。具体的には医薬基盤研究所、東大医科学研究所、  
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阪大微生物病研究所とワクチン開発研究機関協議会を発足させ、本省、企業と連携して日本発   

の新しいワクチン開発に努めます。地方衛研との連携を支えるレファレンス株や検体運搬につ   

いては、既に対応し、本年度9月より着払い制を導入致しました。   

7．研究者の養成及び確保並びに流動性の促進   

＜意見等＞   

若手研究者の育成、雇用という面では課題がある。今後積極的に人材の育成、新規雇用が推   

進できるような体制にする必要がある。その中で近年大学との連携によって学生をとるなどの   

努力がなされているが、今後も促進すべきである。流動研究員枠をより確保できると流動性を   

保って研究者育成が可能になると考えられる。   

FETPに関しては年に5人では少なすぎる。感染症対策への全国的底上げに最も役立つので可   

能なら定員を増やすことが望まれる。又、コース受講者への経済的支援は必須である。   

＜対処方針＞   

前述いたしました。連携大学院制を活用し拡大に努めています。学生を感染研で教育すると、   

若手が研究所の活力を与えてくれているだけでなく、感染研の中堅研究者が院生指導、客員教   

授、助教授として教育の実績を積むことから、人材の流動性も大いに高まります。   

8．専門研究分野を生かした社会貢献に対する取組   

＜意見等＞   

部署により差異はあるものの感染研としては以前よりは良好に堆移している。HPやWeb、ガ   

イドラインなど社会に情報を提供することも常に意識されていて評価される。又、時宜を得た   

研修、実技講習などの実施は負担の大きいものだが、一定程度なされており評価できる。社会   

貢献は積極的になされているといってよいが、より積極的な国際貢献も求められている。   

＜対処方針＞   

HPはこれからもっと充実を図ります。特に国際性をもったプレゼンテーションに努めます。   

感染研では数多くの研修、実技講習がなされていますが、国内、国外とも実績が積まれていま   

す。それぞれ軌道にのるまでの努力、負担は大変なものでしたが今はそれぞれスムーズにいっ   

ています。マンネリズムに陥らぬよう、心して感染症の現状に即した新規性のある講習に努め   

ます。講習の定量的評価は一般に難しいものですが、受講者が帰国して（勿論感染研の講習だ   

けがその理由ではありませんが）更なる研横を積みそれぞれの国の感染症対策のリーダーとし   

て国際会議やWHO会議で再会を果たすことが出来るのは、感染研で働く研究者冥利に尽きます。   

9．倫理規程、倫理審査会等の整備状況   

＜意見等＞   

倫理規定は良く整備されているが、審査委員会の開催の年4回、1回の評価課題が20～30とい   

うのは多すぎる。開催回数を増やすなどして迅速に、かつ十分な審議を行うべきである。   

＜対処方針＞   

感染研では平成14年に倫理審査会規程を作成し、運用しています。2007年度は年4回   

開催され、一回の平均7件の評価をおこないました。1回の評価課題が20～30というのは何か   

誤解されているかと存じます。また研究、疫学研究、瞳床研究の倫理審査はあくまで研究者が  
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正しく規程を遵守して、研究活動を積極的に推進するための事前の前向きの助言をするべき委  

員会であって、研究者の足かせにならぬよう運用について我が国の模範になることを目的とし  

ております。そして迅速にしかも十分な審議をおこなうよう努めています。  
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国立感染症研究所研究課題評価報告書   

1．研究課題評価の対象  

今回の研究課題評価は、機関ごとに特別な予算措置がなされた研究課題を対象に、   

24課題の中間評価を実施した。  

なお、具体的な研究課題評価の評定事項は、「国立感染症研究所所内研究開発評   

価マニュアル」に基づき、以下の事項を対象とした。  

（1）中間評価にあっては、  

① 専門的、学術的観点からの達成度（成果）、妥当性、継続能力  

② 行政的観点からの貢献度  

2．評価の方法  

評価は国立感染症研究所所長から委嘱された11名の委員（資料1）で構成され   

る国立感染症研究所研究評価委員会において、次により実施した。  

（1）各委員に研究課題評価資料（中間評価課題にあっては研究中間報告書）を  

配布（平成19年12月20日）。  

（2）委員会を平成20年2月13日（水）に東京都新宿区の国立感染症研究所  

戸山庁舎において開催。  

（3）研究課題評価の具体的な進め方は、検討の結果、研究所からの説明に対す  

る質疑応答、全体討論、委員のみによる審議。  

（4）委員会当日配布した研究課題評価票に各委員の評価結果を記載し、後日送  

付されたものを報告書としてまとめ国立感染症研究所長に提出。  

3．研究課題評価の結果  

個別の研究課題に関する評価は以下のとおりである。  

なお、研究課題ごとに総合評点（5＝特にすぐれている、4＝優れている、3＝   

良好、2＝やや劣っている、1＝劣っている）を付けた。  

（1）中間評価（（D基盤的研究費、②研究事業費が評価の対象 資料2）  

①基盤的研究課題  

ア 病原体等を取り扱う上での安全管理の研究  

［特記事項］  

ガイドライン、マニュアルも作製し、Webでも公開、冊子は地方衛研などに配  

布するなど公開に努めており十分評価できる。感染研として当然のこととはい  

え、改正感染症法に準拠して、分与先を含めたわが国の安全管理休制を整えて  

あり、他の研究所の模範ともなっている。研修の実施、ガイドライン、マニュ  

アル作成の結果、安全管理がどう向上したかフォローアップ、評価を確実に行  

いたい。  

［総合評点］3．5  
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イ 実験動物の微生物モニタリング  

［特記事項］   

マウスを中心とした実験動物の微生物モニタリングは地道な基盤的研究とい  

える。その結果研究所として微生物管理は適切に行われ、．ルーチン業務はきち  

んと実施されている。しかしもっと感染研の特殊性を活用した研究が可能なの  

ではないか？又、圭長類のモニタリングのチェックが不足してはいないか？更  

にZoonosisであるHEVなどについては動物のみならずせわ管理人の抗休チェッ  

クなどが必要でないか？  

［総合評点】3．0  

ウ 病原体（ウイルス・細菌・原虫t寄生虫及び真菌）の患者、食品、環境等  

由来検体からの検出一検査法の確立とその精度管理についての研究  

［特記事項】   

国内に侵入するリスクが小さいながら否定セきない各種病原体の検査に対応  

すべく、必要な技術開発がなされた。今年度はQ熟の病原体同定、真菌診断法  

の構築、類鼻祖の解析から旅行者による日本への侵入に対処するなど、目的に  

沿って良い研究成果があがっている。これらは感染研でなければできない仕事  

である。HPで情報を発信していることも社会に貢献しており良い。  

【総合評点］3．9  

エ 感染症患者の生検■剖検の病理組織学的検索技術開発と診断への応用  

【特記事項］  

ln situ hybridization法でHIV．SARSを高感度で検出できることを示し、他  

の感染症への応用も可能にした。インフルエンザウイルスが肺胞上皮で増殖す  

ることの発見に至ったことも良い。NuItivirus RealTime PCR法の開発などの  

成果は有用牲の高い方法である。方法論の開発も視野に入れており、基盤的研  

究費による研究としては整合性が高い。厚生行政面での貢献も大きいものと思  

われる。  

［総合評点】4．2  

オ ウイルス感染によって誘導される防御免疫の基盤と防御免疫維持  

機構の解明  

［特記事項］   

基盤的研究費で基礎データを作って競争的研究費を得る戦略で大きな成果を  

上げている。ワクチン開発は感染研において重要課題である。ワクチン開発は  

感染研において重要課題である。その基盤研究としてT cellclonalityを明ら  

かにしたことは興味深い。更に、WNVとJEVの中和交差反応性、中和抗休が防御  

免疫の主休であることなど、多数の基礎的にも応用面につながることでも興味  

＿14＿  
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ある知見が得られており、今後の展開が期待できる。治療等の社会への還元は  

今後どのように計画しているのかも明らかにしてほしい。  

［総合評点〕4．3  

力 疾病媒介動物の分類及び生態、病原体の伝播、殺虫剤の抵抗性と  

効力に関する研究  

［特記事項］   

蚊のJEV、WNVの保有状況調査、蚊からのウイルス分散、アタマジラミの薬剤  

耐性など節足動物媒介性感染症の防御について地味だが有益な調査、研究が展  

開されている。  

〔総合評点］4．0  

キ ワクチン及び生物学的製剤の品質管理  

［特記事項］   

国家検定の近代化、手法の客観化、スリム化を進め、いくつかの検定試験の  

廃止、試験法の開発、動物を使わない代替試験法の開発など地道な成果を上げ  

ている。行政面での貢献は大きい。また品質保証皇の新設など所としての姿勢  

も評価される。研究の方向が明確に維持されるよう努力しているのがよく分か  

った。   

ただ検定法の近代化、スリム化により具体的にどのようなメリットが得られ  

たか？検定日数、費用、人員などに対する有益性を示してほしかった。  

［総合評点］3，4  

ク 細菌製剤及び抗毒素製剤の品質管理  

【特記事項】   

トキソイド定量試験法の改良、台湾、中国、韓国、日本のマムシ毒に対する  

抗毒素の国際共同品質管理、百日ぜきワクチンの安全性試験法の改良など目的  

にそって良い成果をあげている。WHOマニュアルに収載されるなどのアウトカム  

も得られ、行政面で見るべき成果を上げている。学術面で見たときも、有意義  

な成果を示している。  

［総合評点］3．6  

ケ 寄生虫■原虫類による日和見感染症に関する基礎的・基盤的研究  

［特記事項］   

日和見感染症は基盤的研究費で感染研が取り組むべき課題である。わが国に  

おいて寄生虫疾患が減少する中、飲料水の安全、生活衛生対策などの分野の研  
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究は重要と考えるが、長年同じテーマの研究が続けられ研究の進捗が遅い。ク  

リプトスポリジウム対策で、上水ではなく原水のモニターを行ったことは評価  

するが、データは特に示されなかった。何か新しい提言が得られたのか？行政  

面での貢献が今ひとつであろう。  

【総合評点］3．6  

コ ハンセン病に関する研究 －らい菌遺伝子の特性を中心として－  

【特記事項】   

多型性を示すらい菌遺伝子の同定やらい菌の伝播様式に関する仮説（家族性  

感染＋家族性以外の感染が否定できない）や、多剤併用療法の浸透にもかかわ  

らず、新規ハンセン病患者が減少しない、ことなど興味深い成果を上げている。   

Naturalre＄erVOirの特定が出来れば優れた研究であり、ハンセン氏病の解明、治  

療、撲滅に多大の貢献が出来る。   

学術的には大変興味深い研究がなされ、それなりの成果が得られている。一  

方で、現在のように我が国で年1例程度の新患発症の状況下で、国として事話  

される研究テーマはあるのか、ないのか考える必要もあろう。例えばL L型を  

T型に＄hiftさせる方法とか。   

家族内多発例は遺伝的に感受性が高いのか？環境か？菌の要因か？もう少し  

掘り下げた解析をして欲しい。単なる現象論で終わっていることが残念である。  

【総合評点】3．5  
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サ 感染症診断に関わる検査技術法の開発と評価  

［特書己事項］   

HIV、HBV、HCVに関して感染研国内標準パネルを作れそうなこと、HBVではジ  

エノタイプAからHまですべての抗原作成に成功したこと、日本人の血清によ  

る体外診断薬の評価のための標準パネル整備への道筋をつけたこと、など有意  

義な研究内容を含んでいる。厚生行政面にも寄与が認められる。  

【総合評点］3．7  

②研究事業課題  

ア ハンセン病の濃厚流行地における疫学調査と発症予防に関する国際  

共同研究  

［特記事項］   

少菌型ハンセン病患者補助診断法の開発では、CD4＋T ceIlが強く反応するこ  

と、附那LⅡ抗体は特異性が高く有望なことなど成果を上げている。まだ新規発  

生数の高い国々は周辺に多くみられるので、開発された検査法を．安価、安定化  

させて技術移転、供与を進めて頂きたい。活動範囲をもっと拡大させてほしい。  

【総合評点］3．9  
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イ HlV感染の分子遺伝学的研究  

［特記事項コ   

分子疫学からワクチン開発、治療薬まで幅広くレベルの高い研究を進められ  

た。論文、特許など業績としても優れている。又、H川感染性分子クローンパネ  

ルの作成も評価され、今後のエイズ対策に大きく貢献することが期待される。  

［総合評点］4。4  

ウ 希少感染症診断技術向上糞  

［特記事項］   

必要に応じて喫緊の課題も適宜取り入れられ、病原体管理、輸送も含めて、  

希少感染症（この名称は変更した方がよい）診断技術向上に良く取り組んでい  

る。しかし実習がなく座学のみであること、実際に講習会用には残らないよう  

な予算額であることを考えると実効性は上がっているのか？予算の大幅な拡充  

を図ること、ポイントを絞って実習形式を取り入れること、地衛研からのニー  

ズを調査し、相互に意見交流に研修の方針を検討するなどの改善が必要である。  

［総合評点］3．3  

エ ポリオ根絶計画推進費（調査研究費）  

【特記事項］   

最終段階に入った世界ポリオ根絶計画において国際技術協力を行い実際的な  

活動が行われている。特にワクチン由来株によるポリオ流行のリスク解析やこ  

れらの他のエンテロウイルスとの組み換えの解析、そしてそれらの伝播様式の  

解析など有意義な研究が行われた。  

［総合評点］3．8  

オ 遺伝子治療用ウイルス遺伝子運搬体（ベクター）の開発研究費  

［特記事項］   

安全で持続的に高発現するAAVベクターの開発研究は学問的にもレベルが高  

く、治療面での貢献度は高いといえる。しかし所をあげて感染症対策の研究を  

している感染研においてプライオリティーの高い研究といえるか？  

［総合評点］3．6  

力 輸入ウイルス感染症（エボラ出血熱等）の診断■研究体制の確立に  

関する事業費  

［特記事項］  
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感染研が有している基本的な業務に即した重要な意義を持つ研究である。エ  

ボラ、マールブルグ、ラツサ、クリミアコンゴ出血熱などのⅠ類感染症ウイル  

スについて感染性ウイルスを使わない、組み換え蛋白の使用による診断系の開  

発などが優れている。サンプル入手、ウイルス分離が常に課題として残るが現  

状で最大限の努力をしていることは評価できる。   

しかし、事に際してウイルス分散もできず、又、診断法を開発してもその評  

価を施設内で行うことができず、感染研が日本国内で稼働するBSL4を整備する  

ことは喫緊の課題である。  

［総合評点］3．7  
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キ 不着化ポリオワクチン等晶茸安全確保研究費  

【特記事項】   

DTaP－SIPVの使用に向けて、基準案を作り各種試験法の標準化など順調に進ん  

でいる。研究成果も着実に出ている。メーカー2社がPhaseI、Ⅱ相試験に入っ  

ており、今後の進展に期待する。社会的要請の高い研究といえる。  

【総合評点】3．9  

ク 病原体ゲノム解析・応用研究事業  

［特記事項】   

病原体ゲノムデータベース作成、ゲノム情報を応用した研究手法の開発（具  

体的にはゲノム変異と表現型の関係を分子立体構造の変化の推測から明らかに  

しようとしている）などいずれも学術的達成度の点で見るべき成果が上がって  

いる。一方で研究の目標、方向性について明確な捷示が望まれるという指摘も  

あった。  

［総合評点】3．6  

ケ プリオン病の発症機序の解明とプリオン蛋白の高感度検出系の開発  

研究費  

［特記事項】   

迅速、高感度検出法の確立、免疫組織化学法の開発、高感度ウエスタン・プ  

ロット法の開発、サルでのVCJDモデルの作出など、着々と有効な成果が上がっ  

ている。ただ行政面への応用を考える際に農水省研究所などの研究成果との整  

合性を念頭において進めてほしい。  

［総合評点】4．0  

コ 食品由来感染症の監視体制強化に関する事業費（調査研究費）  

＿18＿  



［特記事項】   

標準化された方法による菌株追跡やクラスター解析は最も感染研主導で実施  

する意義が高い。地衛研間での広域連携はフルに活用されておりその貢献度は  

高く評価できる。又、国際的な対策にも大いに貢献し、有益な成果といえる。  

［総合評点］4．1  

サ 動物由来感染症の診断技術開発及び監視体制の強化に関する事業費  

（調査研究費）  

［特記事項］   

広い範囲の動物由来感染症に対し、診断法が確立されている。専門的な観点  

もさることながら、厚生行政への寄与が大きい。いくつかはバイオテロ候補病  

原体でもあるので、その迅速、的確な診断法を確立し、技術的に保有しておく  

ことは意味がある。感染研内での横の連携はよくできている。  

【総合評点コ 3．9  

シ 麻疹根絶計画推進費（調査研究費）  

［特記事項】   

麻疹排除の達成にむけて国際的にも成果が期待されている重要な研究であ  

る。しかし、今回提示された研究は科学研究費でなされるべきである。面白く  

なくても」世界の排除計画が必要でその為の研究事業費の交付を受けているの  

であるから、それにそった報告がなされるべきであろう。WHOから注文をつけら  

れるようなわが国での麻疹サーベイランスシステムやレファレンスシステムの  

不備は大いに反省しなければならない。  

［総合評点】3．4  

ス 特殊・不明感染症発生緊急対応に必要な経費  

【特記事項］   

国際保健規則が改正され、サーベイランスや緊急対応の強化がわが国にも求  

められており特殊な感染症発生への緊急対応体制の確立を目指す、行政的に大  

変有用な研究である。単なる国際交流事業の緑黄の手段ではなく、本来の目的  

達成にむけた着実な研究の進展が望まれる。  

［総合評点コ 3．4  

以 上  
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資料1  

国立感染症研究所研究評価委員会 委員名簿  

氏  名   所  属・職  名   

○委員長  

垣添忠生  国立がんセンター■名誉総長   

竹内   勤  慶應義塾大学医学部・教授   

甲斐知憲子  東京大学医科学研究所・教授   

田中 慶司   

野本 明男■  東京大学大学院医学系研究科■教授   

光山 正雄  京都大学大学院医学研究科・教授   

木村   哲  東京逓信病院・病院長   

押谷   仁  東北大学大学院医学系研究科一教授   

田中 智之  堺市衛生研究所・所長   

遠藤 弘良  国立国際医療センター・国際医療協力局長   

三宅   智  厚生労働省健康局・結核感染症課長   
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（資料2）  

研  究  課  鞍  名   主 任 研究 者   研 究 組織   

口  ′くイオセーフティー管理室曇  八’ィオセづティー管理室  

2  動物管理室長   動物管理室  

の患者、食品、 基  細菌第一部、生物活性物東部、ウイルス第一部  

盤  感染病理部長  感染病理部、寄生動物部、獣医科学部、細胞化学臥工イス研究 轟、一々 
＿  

的  ウイルス第一部長   
ウルス第一部、ウルス第二部、 

＿  

研  昆虫医科学部、ウルス第一細、獣医科学部  

血液・安全性研究部長   究  
部、ウルス第二耶、ウイルス第三部」腋菌第  

費  細菌第二部長   細菌第一部、細菌第二部、血液・安全性研究部  

9  寄生動物部畏   寄生動物部、感染病理劇、エイス●研究セント  

10  病原微生物部長   病原微生物部、生体防御部  

皿   
血液・安全性研究部曇（体外診断  体外診断薬委員会委員（免疫部、ウルス第一耶、ウルス第二郡、ウルス第  
整蓋且金鹿島11   一 三叡▲細菌第血．血液一審全性研夜叡▲エイス●研究セント   

12  病原微生物部長   病原微生物部  

13  エイズ研究センター長   エイス●研究セント  

14  レファレンス委員会委員長   国立感染症研究所レフルンス垂旦会  

15  ウイルス第二部長   ウイルス第二琳  

研  病原体す／ム解析センター長   病原体ケリム解析センター、感染病理解  

究  ウイルス第一都農   ウイルス第一部  

車  ウイルス第二部長   ウイルス第二部  

薫  病原体ケリム解析センター長   
病原体ゲ／ム解析セント、ウイルス第一部、ウルス第二耶、ウイルス第三臥細菌  

学叡．感染痍理叡  

費  感染病理部長   感染病理部、細胞化学部、獣医科学部、血液・安全性研究部  

21  細菌第一部長   細菌第一部  

22  獣医科学部、ウイルス第一部、細菌第一臥寄生動物部、感染病  

23  ウイルス第三部 沼崎室長   ウイルス第三部  

24   感染症情報センター長   感染症情報セント  
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厚生労イ動科学研究費ネ甫助金公募要項（ニ次）  

平成 2 1 年 3 月 1 0 日  

厚生労イ動省大臣官房厚生科学言果   
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（1）応募資格者   

（2）研究組織及び研究期間等   

（3）対象経雲   

（4）応募に当たっての留意事項   

（5）公募期間   

（6）提出書類   

（7）提出部数   

（8）提出先   

（9）その他  

Ⅱ．照会先一覧  

Ⅳ．研究課題の評価  

Ⅴ．公募研究事業の概要等  

補助金のうち本公募要項において  

公募を行う研究類型について  

各研究事業の概要及び新規課題採択  

方針等  

公募研究事業計画表（ニ次）  

Ⅵ．補助対象種蓑の単価基準魚一覧表  
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研究者のe－Radへの入力方法について  
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Ⅰ．厚生労働科学研究費補助金の目的及び性格   

厚生労働科学研究費補助金（以下「補助金」という。）は、「厚生労働科学研究の振興を   

促し、もって、国民の保健医療、福祉、生活衛生、労働安全衛生等に関し、行政施策の科学   

的な推進を確保し、技術水準の向上を図ること」を目的とし、独創的又は先駆的な研究や社   

会的要請の強い請間産に関する研究について競争的な研究環境の形成を行い、厚生労働科学   

研究の振興を一層推進する観点から、毎年度厚生労働省ホームページ等を通じて、研究課題   

の募集を行っています。   

応募された研究課題は、事前評価委員会において「専門的・学術的観点」や「行政的観点」   

等からの稔合的な評価を経たのちに採択研究課題が決定され、その結果に基づき補助金が交   

付されます。   

なお、この補助金は、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法   

律第179号）」（以下「補助金適正化法」という。）等の適用を受けます。補助金の目的   

外使用などの違反行為を行った者に対しては、補助金の交付決定取消し、返還等の処分が行   

われますので十分留意してください。  

平成21年度公募研究手業（二次）   

＜Ⅰ．疾病・障害対策研究分野＞  

1．生活習慣病・難治性疾患克服総合研究事業（仮称）   

2．感染症対策総合研究書業（仮称）   

＜Ⅱ．健康安全確保総合研究分野＞  

3．食品医薬品等リスク分析研究事業   

4．健康安全■危機管理対策総合研究書美  

※ この公募は、本来平成21年度予井が成立した後に行うべきものですが、できるだけ早   

く補助金を交付するために、予算成立前に行うこととしているものです。このため予算の   

成立状況によっては新規採択予定課題数を下回る堵合等がありますことに留意してくださ   

い。  

また、公募研究書美名の「（仮称）」については、予算成立後に削除する予定です。  

※ 平成20年度までに採択された研究課題と同一内容の研究は採択の対象となりません。   



‡．応募に関する諸条件等   

（1）応募資格者   

1）次のア及びイに該当する着 く以下「研究代表者」という。）  

ア・（ア）から（キ）に掲げる国内の試験研究機関等に所属する研究者  

（ア）厚生労働省の施設等機関（当該研究者が教育職、研究織、医療職（※1）、福祉  

職（※1）、指定職（※1）又は任期付研究員（※2）である場合に限る。）  

（イ）地方公共団体の附属試験研究機関  

（ウ）学校教育法に基づく大学及び同附属試験研究機関  

（エ）民間の研究所（民間企業の研究部門を含む。）  

（オ）研究を主な事業目的とする特例民法法人並びに一般社団法人・一般財団法人及び  

公益社団法人・公益財団法人（以下「特例民法法人等」という。）  

（力）研究を主な事業目的とする独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第2  

条の規定に基づき設立された独立行政法人及び特定独立行政法人  

（キ）その他厚生労働大臣が適当と認めるもの  

※1 病院又は研究を行う機愕削こ所属する看に限る。  

※2 任期付研究員の場合、当該研究事業予定期間内に任期満了に伴う退職等により  

その責務を果たせなくなることがない場合に限る（研究分担者を除く。）。   

イ・研究計画の組織を代表し、研究計画の遂行（研究成果の取りまとめ、補助金の適正  

な執行を含む。）に係る全ての責任を負う看であって、外国出張その他の理由により   

長期にわたりその責務を果たせなくなること又は定年等により退職し試験研究機関等  

を離れること等の見込みがない者  

※ 厚生労働省本省の職員として補助金の配分先の選定に関わっていた期間から1年  

を経ない者（ア．（ア）－（力）に掲げる者を除く。）は、当該者が配分に関わっ  

た研究事業について、補助金の応募はできないものとする。  

なお、「補助金の配分先の選定に関わっていた」者は、以下の者とする。  

・技術総括審議官、厚生科学課長及び研究企画官  

・補助金の各研究事業の評価委員会委員を務めた厚生労働省本省の職員   

2）次のア又はイに該当する法人   

ア．研究又は研究に関する助成を主な事業とする特例民法法人等及び都道府県   

※ 特例民法法人等及び都道府県が応募する場合にあっては、研究代表者として当該  

法人に所属する研究者を登録すること。   

イ．その他厚生労働大臣が適当と認めるもの  

（2）研究組織及び研究期間等  

ア．研究組織  

研究代表者が当該研究を複数の者と共同で実施する場合の錐織は、次に掲げる者  

により構成されるものとする。   



（ア）研究代表者（従前の主任研究者）  

研究計画の遂行にすべての責任を負わねばならない。  

（イ）研究分担者（従前の分担研究者）く（1）1）アに該当し、かつ1）イ※書き  

に該当しない者に限る。）  

研究代表者と研究項目を分担して研究を実施し、分担した研究項巨＝こついて  

実績報告書を作成する必要がある。  

また、分担した研究項目の遂行に必要な経費の配分を受けた場合、その適正  

な執行に責任を負わねばならない。  

（ウ）研究協力者  

研究代表者の研究計画の遂行に協力する。  

なお、研究に必要な経費の配分を受けることはできない。  

また、研究協力者は実捷報告書を作成する必要はない。  

イ．研究期間  

厚生労働科学研究費補助金取扱規程（平成10年厚生省告示第130号）第g条  

第1項の規定に基づく交付基準額等の決定通知がなされた日以後であって実際に研  

究を開始する日から当該年度の実際に研究が終了する日までとします。（当該研究  
を実施する年度の4月1日以降）  

ウ．所属機関の長の承諾  

研究代表者及び研究分担者（以下「研究代表者等」という。）は、当該研究に応  

募することについて所属機関の長の承認を得てください。なお、当該研究の実施に  

係る乗諾書の提出は補助金を申耕する時に提出していただくこととなります。  

（3）対象経蓑  

ア．中計できる研究経費  

研究計画の遂行に必要な経費及び研究成果の取りまとめに必要な軽費。  
なお、経費の井出に当たっては、「Ⅵ．補助対象経費の単価基準額一寛表」を参考  

にしてください。  

直接研究費  
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きない。）  
旅  辛（国内旅費及び外国旅費）  

備  品  費  
消 耗 品 ♯  
印刷製本貴  
通借運搬費  
光 熱 水 料  
借料及び損料  
会  議  費  
賃  金  
雑 役 寮 費  

調査研究費  

1  
委 託 費  
（直接研究費の範囲内（原則1／2以内）において、研究手業の一部を他の研究機   
関に委託して行うための経費）   

間接経費   

※ 人件費については、厚生労働科学研究費補助金取扱細則別表第1の「1 直接研   

究費」の（1）人件費に掲げる場合に限り補助の対象となります。  
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イ．直接研究費及び委託費（以下「研究費」という。）として申請できない経費について  

補助金は、当該研究計画を遂行する上で必要な一定の研究組織、研究用施設及び  

設備等の基盤的研究条件が最低限確保されている研究機関の研究者又は公益法人等  

を対象としているため、次のような経費は申請することはできませんので留意して  

ください。   

（ア）建物等施設に関する経費  

ただし、補助金により購入した設備備品を導入することにより必要となる据  

え付け費及び調整費を除く。   

（イ）研究を補助する者に対する月極めの給与、退職金、ボーナスその他各種手当  

（若手研究者育成活用事業などの推進事業を利用してください。）   

（ウ）机、いす、複写機等研究機関で通常備えるべき設備備品を購入するための経費   

（エ）研究実施中に発生した事故又は災害の処理のための経費（被験者に健康被害が  

生じ補償を要する場合に当該補償を行うために必要な保険（当該研究計画に位置  

づけられたものに限る。）の保険料を除く。）   

（オ）その他研究に関連性のない経費。  

ウ．外国旅費等について  

研究代表者等が当該研究上必要な専門家会議、情報交換及び現地調査又は国際学  

会等において当該研究の研究成果等の発表を行う場合に、1行程につき最長2週間  

（※）の期間に限り、海外渡航に必要な外国旅費及び海外で必要となる経費（諸謝  

金並びに調査研究費の各費目に限る。）が補助対象となっています。ただし、補助  

対象となる外国旅費等の総額は、次のとおり上限額が設定されております。  

区  分   上限額   

① 交付卓25．000千円以上   5，000千円   

② 交付額3，000千円以上～25．000千円未満   交付額の20％   

③ 交付額1．000千円以上～3．000千円未満   600千円  

※ 天災その他事故によりやむを得ず1行程が2週間の期間を超えた場合には、厚生  

労働大臣が認めた最小行程を補助対象とする場合がある。  

※ 国際学会において当該研究の研究成果の発表を行う際の r学会参加費」について  

は、発表を行うために必要な最低限の費用であることを確認できる場合に限り、補  

助対象とする場合がある。  

エ．国内学会参加旅費について  

研究代表者等が、当該研究の研究成果の発表を行うことを確認できる場合に限り、  

補助対象となっています。ただし、補助対象となる園内学会参加旅費の総額は、次  

のとおり上限額が設定されております。  

※ 国内学会（国内で開催される国際学会含む。）において当該研究の研究成果の  

発表を行う際の「学会参加費」については、発表を行うために必要な最低限の費  

用であることを確認できる場合に限り、補助対象とする場合がある。   
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区  分   上限輯   

① 交付魚25，000千円以上   2，500千円   

② 交付額3．000千円以上～25．000千円未満   交付額の10％   

（参 交付額1，000千円以上～3，000千円未満   300千円   

オ．備品について  

価格が50万円以上の機械器具等であって、賃借が可能なものを購入するための  

経費の申請は認められません。研究の遂行上、調達が必要な機械器具等については、  

原則的にリース等の賃借により研究を実施していただくことになります。  

なお、研究者等への所有権の移転を契約内容に含めるリースは認めておりません。  

※ 補助金で取得した財産（備品等）については、「厚生労働科学研究補助金によ  

り取得した財産の取扱いについて」（平成14年6月28日庫科第062800  

3号厚生科学課長決定）により取り扱ってください。  

力．賃金について  

研究代表者等の研究計画の遂行に必要な資料整理等（経理事務等を行う者を含  

む。）を行う者（研究補助者）を日々雇用する経費（責金）については、補助金か  

ら支出し、研究機関において雇用することができます。  

この場合、研究機関が雇用するために必要となる緑井は、研究代表者等から所属  

する研究機関に納入してください（間接経費が支給される場合は除く）。  

研究代表者等が国立試験研究機関（※）に所属する場合、経理事務及び研究補助  

に要する賃金職見は別途の予井手当によって各機関一括して足用するため、補助金  

からこれらに係る賃金は支出できません。  

※ 国立試験研究機関とは、国立医薬品食品衛生研究所、国立社会保陣・人口問題  

研究所、国立感染症研究所及び国立保健医療科学院をいう。  

キ．間接経♯について  

間接経費は、補助金を効果的・効率的に活用できるよう、研究の実施に伴い研究  

機関Iこおいて必要となる管理等に係る経費を、研究女等に上積みして措置するもの  

であり、補助金を受給する研究代表者の研究環境の改善や研究機関全体の機能の向  

上に資することを目的としています。  

平成21年度に新規採択される公募課題に係る間接経費は、研究兼1．000万  

円以上の課題について研究費の30％を限度に希望することができます。なお、研  

究代表者が国立試験研究機関に所属する場合には支給の対象外となります。  

※ 「対象経費」の取扱いについては見直しを予定しており、今後、公表しますの  

でご留意ください。  

111   



（4）応募に当たっての留意事項  

ア‘補助金の管理及び経理について  

補助金の管理及び経理の透明化並びに適正化を図るとともに、研究代表者及び経  

費の配分を受ける研究分担者の研究費等の管理及び経理事務に係る負担の軽減を図  

る観点から、補助金の管理及び経理事務は、研究代表者等の所属機関の長に必ず委  

任してください。  

イ．不正経理等及び研究不正への対応について  

（ア）不正経理等に伴う補助金の交付の制限について  

研究者が補助金の不正経理又は不正受給（偽りその他不正の手段により補助金を  

受給することをいう。）（以下「不正経理等」という。）により、平成16年度以  

降、補助金適正化法第17条第1項の規定に基づき、補助金の交付決定の全部又は  

一部を取り消された場合については、次に掲げる場合に応じ、それぞれ一定期間、  

当該研究者（不正経理等を共謀した者を含む。）は補助金の交付の対象外となり、  

研究分担者となることもできません。  

なお、研究分担暑が不正経理を行った場合は、研究分担者のみが補助金の交付対  

象外となります。  

また、他の競争的研究費金等及び競争的研究資金等以外の補助金等（補助金適正  

化法第2条第1項に規定する「補助金等」をいう。以下「補助金等」という。）  

において不正経理等を行った場合（不正経理等を共謀した場合を含む。）も上記に  

準じ、次に掲げるとおり取り扱います。  

○補助金において不正経理等を行った場合  

① 不正経理により、補助金適正化法に基づき、交付決定の全部又は一部を取り  

消された場合（②及び③に掲げる場合を除く。）  

→ 補助金の返還が命じられた年度の翌年度及び翌々年度  

② 不正経理により研究以外の用途へ補助金を使用し補助金適正化法に基づき、  

交付決定の全部又は一部を取り消された場合（③に掲げる場合を除く。）  

→ 補助金の返還が命じられた年度の翌年度以降2年以上5年以内の闇で当該  

他の用途への使用の内容等を勘案して相当と認められる期間  

③ 不正受給を行った場合  

→ 補助金の返還が命じられた年度の翌年度以降5年間  

○他の競争的研究資金等において不正経理等を行った場合  

■平成16年度以降に他の競争的研究資金等において不正経理等を行い、補助金  

適正化法に基づき当該競争的研究資金等の交付の制限を受けた場合  

→当該競争的研究資金等の交付の制限を受けた期間と同一期間  

（注）ここでいう「競争的研究資金等」とは、「厚生労働科学研究費補助金取扱規程  

第3条第7項の規定による特定給付金及び補助金を交付しないこととする期間の  

取扱いについて」（平成18年3月31日厚科第0331002号厚生科学課長  

決定）でいう、特定給付金のことを指します。   



○競争的研究資金等以外の補助金等において不正経理等を行った場合   

① 平成16年度以降に補助金等（競争的研究資金等を除く。）において、不正経  

理を行い、補助金適正化法に基づき、交付決定の全部又は一部を取り消された場  

合（②及び③に掲げる場合を除く。）  

→ 補助金等の返還が命じられた年度の翌年度及び翌々年度   

② 不正経理により研究以外の用途へ補助金等を使用し、補助金適正化法に基づき、  

交付決定の全部又は一部を取り消された場合（③に掲げる場合を除く。）  

→ 補助金等の返還が命じられた年度の翌年度以降2年以上5年以内の間で当  

該他の用途への使用の内容等を勘案して相当と認められる期間   

③ 不正受給を行った場合  

→ 補助金等の返還が命じられた年度の翌年度以降5年間  

なお、不正経理等を行った研究者及びそれらに共謀した研究者に関する情報につい  

ては、「競争的資金の適正な執行に関する指針」（平成17年9月9日競争的研究資  

金に関する関係府省連絡会申し合わせ。平成19年12月14日最終改正）に基づき、  

他府省を含む他の競争的研究資金担当課（独立行政法人である配分機関を含む。以下  

同じ。）に当該不正経理等の概要（不正経理等をした研究者名、競争的研究資金名、  

所属機関、研究課題、交付（予定）額、研究年度、不正の内容等）の提供を行います。  

また、悪質な事案についてはその概要を公表することがあります。その結果、他の競  

争的研究資金担当課が、その所管する競争的研究資金について、当該研究者の応募を  

制限する場合があります。  

※ 不正経理等については平成18年8月31日に総合科学技術会謙で策定された   

「公的研究費の不正使用等の防止に関する取組について（共通的な指針）」を踏  

まえ、「厚生労働科学研究費補助金における事務委任について（平成13年7月  

5日厚科第332号厚生科学課長決定）」を平成20年2月27日付けで改正し、   

研究機開における補助金の管理及び経理に関する体制及び監査について報告を求  

めることとしています。当故報告等により、補助金の管理・監査体制に明らかな   

問題があることが判明した場合は、間塩が是正されるまで、補助金支給の見合せ  

等の対応をとることになりますので、ご留意ください。  

（参考）   

「公的研究費の不正使用等の防止に関する取組について（共通的な指針）」   

（http：／／wYr8．cao．go，jp／c＄tP／output／ikenO60831．pdf）  

（イ）研究上の不正について   

科学技術の研究は、事実に基づく研究成果の積み重ねの上に成り立つ壮大な創造活  

動であり、この真理の世界に偽りを持ち込む研究上の不正は、科学技術及びこれに関  

わる者に対する信頼性を傷つけるとともに、研究活動の停滞をもたらすなど、科学技  

術の発展に重大な悪影響を及ぼすものです。そのため研究者は、所属する機関の定め  

る倫理綱領・行動指針、日本学術会議の示す科学者の行動規範等を遵守し、高い倫理  

性を持って研究に臨むことが求められます。   

このため、補助金においては、研究上の不正を防止し、それらへの対応を明示する  

ために、総合科学技術会議からの意見具申「『研究上の不正に関する適切な対応につ  

いて』に関する意見」（平成18年2月28日）を踏まえ、「研究活動の不正行為へ  

の対応に関する指針」（平成19年4月19日厚生科学課長、国立病院課長決定）を  

▼ 1TT   



策定し、このような不正に対して、補助金の打ち切り及び返還、一定期間交付の対象   

外とする、申請の不採択、不正の内容及び措置の公表、他府省への情報提供等の対応   

を行います。  

※ 不正経理等及び研究上の不正の告発について、補助金の不正経理等や研究上の不  

正行為がありましたら、まずは不正が行われた研究活動に係る競争的資金の配分を  

受けている機関（大学、公的研究機関等）にご相談ください。これらの機関でのご  

相談が困難な場合には、「Ⅱ．照会先一覧」に記載されている連絡先にご相談くだ  

さい。  

ウ．経費の混同使用の禁止について  

他の経費（研究機関の経常的経費又は他の補助金等）に補助金を加算して、1個  

又は1組の物品を購入したり、印刷物を発注したりすることはできません。  

エ．研究計画策定に当たっての研究倫理に関する留意点について  

各府省が定める以下の法律■省令・倫理指針等を遵守してください。これらの法  

律・省令・指針等の遵守状況について調査を行うことがありますので、予めご了解  

ください。また、これらの法令等に違反して研究事業を実施した場合は、採択の取  

消し又は補助金の交付決定取消し、返還等の処分を行うことがあります。  

○ヒトに関するクローン技術等の規制に関する法律（平成12年法律第146号）  

○特定胚の取扱いに関する指針（平成13年文部科学省告示第173号）  

○ヒトES細胞の樹立及び使用に関する指針（平成19年文部科学省告示第87  

号）  

○ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針（平成16年文部科学省・厚生  

労働省・経済産業省告示第1号）  

○医薬品の臨床試験の実施の基準に関する省令（平成9年厚生省令第28号）  

○手術等で摘出されたヒト組織を用いた研究開発の在り方について（平成10年  

厚生科学審議会答申）  

○疫学研究に関する倫理指針（平成19年文部科学省・厚生労働省告示第1号）  

○遺伝子治療臨床研究に関する指針（平成16年文部科学省・厚生労働省告示  

第2号）  

○歯床研究に関する倫理指針（平成20年厚生労働省告示第415号）  

○ヒト幹細胞を用いる臨床研究に関する倫理指針（平成18年厚生労働省告示第  

425号）  

○研究機関等における動物実験等の実施に関する基本指針（平成18年文部科学  

省告示第71号）、厚生労働省の所管する実施機関における動物実験等の実施  

に関する基本指針（平成18年6月1日付厚生労働省大臣官房厚生科学課長通  

知）又は農林水産省の所管する研究機関等における動物実験等の実施に関する  

基本指針（平成18年6月1日付農林水産省農林水産技術会諸事務局長通知）  

※ 公益法人から交付される研究資金も含め、他の資金と補助金の関係については、  

厚生労働科学研究における利益相反（Confiict oflnterest：COI）の管理に関  

する指針（平成20年3月31日付科発第0331001号厚生労働省大臣官房  

厚生科学課長決定）により管理することとされています。平成22年度以降の厚  

生労働科学研究費補助金の交付申請書撰出前にCOI委員会が設置されず、ある  

いは外部のCOI委員会への委託がなされていない場合には、原則として、平成   



22年度以降の厚生労働科学研究費補助金の交付を受けることはできないとされ  
ているので、あらかじめご留意ください。  

オ．臨床研究登録制度への登録について  

介入を行う臨床研究であって、侵襲性を有するものを実施する場合には、「臨床  

研究に関する倫理指針」に基づき、当該臨床研究を開始するまでに以下の三つのう  

ちいずれかの臨床研究登録システムに登録を行ってください。また、事業実績報告  

書の提出時に、登録の有無を記載した報告書（様式自由）を別に添付すること。な  

お、登録された内容が、実施している研究の内容と蝕鹿がないかどうかについて調  

査を行うことがありますのであらかじめご7解ください。  

○大学病院医療情報ネットワーク（UH川）「臨床試験登録システム」  

http：／／YrWW．Umin．ac，jp／ctr／index－j．htTn  

O（財）日本医薬情報センター（JÅPIC）「臨床試験情報」  

http：／／YrWW，C＝nicaltrials．」p／user／cte＿main．jsp  

O（社）日本医師会治験促進センター「臨床試験登録システム」  

https：／／dbcentre2，jmacct．med，Or．jp／ctrialr／  

カ．補助金の応募に当たっての留意点について  

補助金の応募に当たっては、「Ⅴ．公募研究事業の概要等」の＜新規課題採択方  

針＞及び＜公募研究課題＞の記載内容をよく確認し、応募を行う研究内容が行政の  

ニーズを満たすものであるかどうかを十分検討してください。  

キ．府省共通研究開発管理システムについて  

平成20年1月より、競争的資金制度を中■bとして研究開発管理に係る一連のプ  

ロセスをオンライン化した府省共通研究開発管理システム（以下「8－Rad」とい  

う。）が稼働しています。厚生労働科学研究費補助金においても、○－Radを用いて公  

＃を行います。  

（ア）○－Radの使用に当たっての留意事項  

操作方法に関するマニュアルは、e－Radのポータルサイト（http：／／ww．e－rad・  

go．jp／）から参照またはダウンロードすることができます。システム利用規約に  

同意の上、応募してください。  

08－Radの利用可能時間帯  

（月～金） 午前6：00から翌午前2：00まで  

（日曜日） 午後6：00から翌午前2：00まで  

土曜日は運用停止とします。なお、祝祭日であっても上記の時間帯は利用可能  

です。ただし、上記利用可能時間内であっても保守・点検を行う場合、○－Radの運  

用停止を行うことがあります。運用停止を行う場合は、ポータルサイトにて予め  

お知らせします。  

○研究機関の登録  

研究者が研究機関を経由して応募する場合、所属する研究機関は応募暗までに  

登録されていることが必要となります。  

研究機関の登録方法については、ポータルサイトを参照してください。登録手  

続きに日数を要する場合がありますので、2週間以上の余裕をもって登録手続き   



をするよう十分注意してください。  

なお、一度登録が完了すれば、他制度・事業の応募の際に再度登録する必要は  

ありません。また、他制度一事業で登録済みの場合は再度登録する必要はありま  

せん。  

ここで登録された研究機関を以下「所属研究機関」と称します。  

○研究者情報の登録  

研究課題に応募する研究代表者および研究に参画する研究分担者は研究者情報  

を登録し、システムログイン王D、パスワードを取得することが必要となります。  

所属研究機関に所属している研究者の情報は所属研究機関が登録します。なお、  

文部科学省の科学研究費補助金制度で登録されている研究者情報は、既にこのe－  

Radに登録されています。所属研究機関に所属していない研究者の情報は、e－Rad  

運用担当で登録します。必要な手続きはポータルサイトを参照してください。  

○個人情報の取扱い  

応募書類等に含まれる個人情報は、不合理な重複や過度の集中の排除のため、  

他府省・独立行政法人を含む他の研究資金制度・事業の業務においても必要な範  

囲で利用（データの電算処理及び管理を外部の民間企業に委託して行わせるため  

の個人情報の提供を含む。）する他、e－Radを経由し、内閣府の「政府研究開発デ  

ータベース」へ提供します。  

（イ）8－Rad上で提出するにあたっての注意  

制度・事業内容を確認の上、「厚生労働科学研究費補助金への応募に係る研究  

者の8－Radへの入力方法について（平成21年3月10日版）」（付その2）を参  

考に、応募情報登録を行って下さい。  

8－Rad上で入力された応募情報登録は、所属研究機関での承認を経て配分機関へ  

提出されます。所属研究機関で承認されない場合には、受付できませんのでご注  

意下さい。  

所属研究機関が承認処理をするまでは内容を修正することが可能ですが、配分  

機関へ応募した時点以降は修正することができません。それ以降に修正が必要な  

場合は、各研究事業の照会先に修正したい旨を連絡してください。  

（ウ）0－Radの操作方法に関する問い合わせ先  

e－Radの操作方法に関する問い合わせは、ヘルプデスクにて受け付けます。ポー  

タルサイトをよく確認の上、問い合わせてください。なお、事査状況、採否に関  

する問い合わせには一切回答できません。  

○ヘルプデスク  

0120－066－877  

（受付時間帯）午前9時30分から午後5時30分まで  

※土曜日、日曜日、国民の祝日および年末年始（12月29日～1月3日）を除く。   

（5）公募期間  平成21年3月10日（火）～4月8日（水）  

なお、e－Rad上での応募手続きについては、4月8日（水）午後5時30  

分で終了となります。  
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※1 e－R8d上で公募していますが、当面の闇はe－Radによる応募手続き  

とともに、従前どおり、書面の提出も必要です。（公募期間内のe－  

Rad上での応募手続き終了（所属研究機関の承認処理終7）及び書面  

の提出の双方がなされないと応募となりませんので、十分ご注意く  

ださい。）  

※2 e－Rad上の応募が可能なのは、8－Radの利用可能時間帯のみですの  

でご注意ください。なお、公募期間最終日（4月8日（水））は午  

後5時30分で終丁となりますので、十分ご注意ください。  

※3 e－R8d上の受付状況の確認は、「受付状況一覧画面」から行うこと  

ができます。公募期間終了時までに受付状況が「配分機関受付中」  

又は「配分機関処理中」となっていない場合は無効となりますので、  

十分ご注意ください。  

※4 書面の提出に当たっては、以下にご留意ください。  

・郵送の場合：次に示す（8）提出先あてに郵送してください。  

その場合、簡易書留等、配達されたことが証明できる方法とし、  

封書宛名左下に赤字で「研究事業名」及び「公募課題雇号」を記入  

してください。なお、4月8日（水）までの消印も有効とします  

が、公募期間内にできるだけ到着するよう余裕をもって投函して  

ください。  

・ご持参の場合：次に示す（8）提出先．にご提出ください。上記  

公募期間中、受付時間は9：30－12：00及び13：00～  

17：00です。ただし、土・日・祝日の受付は行っておりませ  

んのでご留意ください。  

（6）提出書類  補助金に応募する研究代表者は、研究計画書（様式A（1））を提出し  

てください。  

※1 平成21年度より様式を変更しておりますので、内容をご確認の上作成してく  

ださい。  

※2 書面の提出は、○－Rad上での応募手続きに前後しても差し支えありませんが、上  

記（5）の公募期間内に¢－Rad上での手続き及び書面の提出の双方が終了している  

必要があります。  

（7）提出部数  研究計画書2部（研究計画書（正本）1部、写し1部）  

（研究計画書は、両面印刷し左上をホチキスで止めること。）  

厚生労働省内の各研究手業握当課 ＜「Ⅱ．照会先一覧」参照＞  

〒100－8g16   
東京都千代田区霞が開1－2－2（中央合同庁舎第5号鋸）  

健康安全・危機管理対策総合研究事業  

〒3 51－01g7  

（8）提出先  
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埼玉県和光市南2－3－6  

国立保健医療科学院総務部総務課  

研究機関等においては、所属する研究者の研究計画書をできるだけとり  

まとめの上、提出してください。  

補助金においては、交付事務など業務の一部を当省所管の施設等機関に  

試行的に移管しており、「4．健康安全・危機管理対策総合研究事業」の  

研究計画書は上記に示された提出先に提出してください。  

（9）その他  

ア，研究の成果及びその公表  

研究の成果は、研究者等に帰属します。ただし、補助金による研究事業の成果に  

よって、相当の収益を得たと認められる場合には、交付した補助金の全部又は一部  

に相当する金額を国庫に納付してもらうことがあります。  

なお、補助金による研究事業の報告書等は公開となります。  

また、研究事業の結果又はその経過の全部若しくは一部について、新聞、書籍、  

雑誌等において発表を行う場合は、補助金による事業の成果である旨を明らかにし  

てください。  

※ 研究により得られた成果は研究の成果を継続的に追跡して評価するため、「行政  

効果報告（助成研究成果追跡資料）WEB登録（http：／／mhIY－grant＄．niph．go．jp／  

idshin＄¢i／）」に必ず登録してください。  

イ．補助金による推進事業の活用について  

本公募要項に基づく公募による研究者等への研究費補助のほか、採択された研究  

課題を支援するため、補助金により、主に次の手業を関係公益法人等において実施  

します。  

（ア）外国人研究者招へい事業  

課題が採択された研究代表者からの中吉引こ基づき、当該研究の分野で優れた研  

究を行っている外国人研究者を招へいし、海外との研究協力を推進することによ  

り我が国における当該研究の推進を図る事業。（招へい期間：2週間程度）  

（イ）外国への日本人研究者派遣事業  

課僅が採択された研究代表者からの推薦に基づき、国内の若手日本人研究者を  

外国の研究機関及び大学等に派遣し、当該研究課題に関する研究を実施すること  

により、我が国における当該研究の推進を図る事業。（派遣期間：6ケ月程度）  

（ウ）リサーチ・レジデント事業（若手研究者育成活用事業）  

課題が採択された研究代表者からの申請に基づき、研究代表者等の所属する研  

究機関に当該研究課題に関する研究に専念する若手研究者を一定期間（原則1年、  

最長3年まで延長）派遣し、当該研究の推進を図るとともに、将来の我が国の当  

該研究の中核となる人材を育成するための事業。  

（対象者：博士の学位を有する者又はそれと同等の者（満39歳以下の者））  

当該事業に係る募集案内については、研究課題採択後に実施団体から直接研究代  
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表者あて行うこととなります。  

ウ．健康危険情報について  

厚生労働省においては、平成9年1月に「厚生労働健康危機管理基本指針」を策  

定し、健康危機管理の体制を整備しており、この一環として、国民の生命、健康に  

重大な影響を及ぼす情報（以下「健康危険情報」という。）については、補助金に  

より研究を行う研究者からも広く情報収集を図ることとしておりますので、その趣  

旨をご理解の上、研究の過程で健康危険情報を得た場合には、厚生労働省への通報  

をお廉いします。  

なお、提供いただいた健康危険情報については、厚生労働省において他の情報も  

併せて評価した上で必要な対応を検討するものであり、情報提供に伴う責任が研究  

者に生じるものではありませんので、幅広く提供いただくようお願いします。  

エ．故府研究開発データベース入力のための情報  

補助金により行う研究については、府省横断的なデータベースである「政府研究  

開発データベース」（内閣府総合科苧技術会議事務局）への入力対象となります。  

以下の情報については、0－Radを通じて、政府研究開発データベースに提供されます。  

（ア）研究者番号（8桁）  

○－Radにより研究者に一意に付与される研究者固有の番号（8桁）を「研究者番  

号」と呼びます。本システムで、対象とする制度・事業について、研究課題名、  

研究者名、研究期間、配分額等の基本情報を取り扱うに当たって、研究者に対し  

て「研究者番号」を発行し研究者の一意性を確保します。  

※ 従来の「研究者ID」とは異なりますのでご留意ください。  

（イ）エフォート  

研究代表者等は、研究者が当該研究の実施に必要とする時間が年間の全勤務時  

Ⅶ（正規の勤務時間以外の勤務時間を含む。）に占める割合を百分率で表した数  

値（1未済の端数があるときは、これを四捨五入して待た数値）（いわゆるエフ  

ォート）を記入してください。  

また、このエフォートについては、各研究者が当該研究について何％ずつ分担  

するのかを問うものではありませんので、誤解のないようお願いします。  

（ウ）研究分野  

主たる研究分野を「重点研究分野コード表」より選び、研究区分番号、重点研  

究分野、研究区分を記入するとともに、関連する研究分野（最大三つ）について  

も同様に記入廉います。  

（エ）研究キーワード  

当該研究の内容に即した、研究キーワードについて、「研究キーワード候補リ  

スト」より選び、コード番号、研究キーワードを記入廉います。（最大五つ）  

該当するものがない場合、30字以内で独自のキーワードを記入してください。  

くオ）研究開発の性格  

当該研究について、基礎研究、応用研究、開発研究のいずれに当たるかを記入  

廉います。  

、
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オ．競争的研究資金の不合理な重複及び過度の集中の排除について   

（ア）補助金の応募の際には、厚生労働省から交付される研究資金（特例民法法人等か  

ら配分されるものを含む。）、他府省の研究資金、独立行政法人から交付される研  

究費金及び特例民法法人等から交付される研究資金等の応募・受入状況（研究事業  

名、研究課題名、実施期間、補助要求額、エフォート等）を研究計画書に記載して  

いただきます。なお、計画書に事実と異なる記載をした場合は、研究課題の採択の  

取り消し又は補助金の交付決定取り消し、返還等の処分を行うことがあります。   

（イ）課題採択に当たっては、「競争的研究資金の不合理な重複及び過度の集中の排除  

等に関する指針」（競争的研究資金に関する関係府省連絡会申し合わせ）に基づき、  

¢－Radを活用し、不合理な重複及び過度の集中の排除を行うために必要な範囲内で、  

応募内容の一部に関する情報を関係府省（独立行政法人等である配分機関を含  

む。）間で共有し、競争的研究資金の不合理な重複及び過度の集中が認められた場  

合には、研究課題を採択しない場合等があります。  

なお、このような課預の存在の有無を確認する目的で、課題採択前に、必要な範  

囲内で、採択予定課題及び及び研究計画書の内容の一部（競争的研究資金名、研究  

者名、所属機関、研究課題、研究概要、計画線套等）を他府省を含む他の競争的研  

究資金担当課に情報提供する場合があります。   

力・研究課題採択後において、厚生労働省が指示する補助金の交付申請書や事業実績報   

告書等の提出期限を守らない場合は、採択の取消しを行うこともありますので十分留   

意してください。   

キ・他府省の競争的研究資金及び独立行政法人から交付される競争的研究資金で、補助   

金と同一内容の研究課題が採択された場合は、速やかに「Ⅱ．照会先一覧」に記載さ   

れた担当課へ報告し、いずれかの研究を辞退してください。また、公益法人から交付   

される研究資金等で同一内容の研究課溝が採択された場合は、速やかに「Ⅱ‥照会先   

一覧」に記載された担当課へ報告し、指示に従ってください。  

なお、これらの手続きをせず、同一内容の研究課題の採択が明らかになった場合は、   

補助金の採択の取消し、また、交付決定後においては、補助金の返還等を求めること   

があります。  

ク．個人情報の取扱い  

補助金に係る研究計画書又は交付申請書等に含まれる個人情報は、補助金の業務  

のために利用及び提供されます。また、採択された個々の課題に関する情報（制度  

名、研究課題名、研究者名、所属研究機関名、予算額及び実施期間）は、「行政機  

関の保有する情報の公開に関する法律」（平成11年法律案42号）第5条第1号  

イに定める「公にすることが予定されている情報」とする他、マクロ分析に必要な  

情報は「政府研究開発データベース」への入力のため内閣府に提供され、分析結果   

が公表される場合があります。また、上記オに基づく情報提供が行われる場合があ  

ります。  

なお、採択課題名等（研究代表者名を含む。）及び研究報告書（概要版を含む。）  

については、印刷物、厚生労働省ホームページ（厚生労働科学研究成果データベー  

ス）により公開されます。  
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ケ．リサーチツール特許の使用の円滑化について  

リサーチツール特許については、「ライフサイエンス分野におけるリサーチツー  

ル特許の使用の円滑化に関する指針」（平成19年3月1日総合科学技術会議）に  

基づき、適切に取り扱うよう努めてください。  

この公募に関して疑問点等が生じた場合には、次表に示す連絡先に照会してください。  

区  分  連絡先（厚生労働省代表03－5253－111．1）  

1．生活習慣病・療治性疾患克服総合研   
究手業（仮称）   

（1）循環器疾患等生活習慣病対策総合  
研究事業  

ア．糖尿病戦略等研究事業   

（2）難治性疾患克服研究事業  

健康局総務課生活習慣病対策室（内線2339）   

健康局疾病対策課（内線2356）  

2．感染症対策総合研究事業（仮称）   

（1）新型イ刀ルエげ等新興・再鼻感染車  
研究事業（仮称）  

健康局結核感染症誅 く内線23了9）  

3．食品医薬品等リスク分析研究手業   

（1）食品の安心・安全確保推進研究書  

基   

（2）医薬品■医療機器等レキ◆1ラトリーサイエン  

ス総合研究手革  

医薬食品局食品安全部企画情報課（内線2452）  

医薬食品局総務課（内線2了12）  

内容に関する照会：健康局総務課地域保健室  
（内線2336）   

提出に関する照会：国立保健医療科学院総務部  

総務課（048－458－61＝）  

※ 公募研究事業名の「（仮称）」については、平成21年度予算成立後に削除する予定です。   

したがって、研究計画書を提出する時には研究事業名の「（仮称）」を削除して提出解います。  

※ 「健康安全・危機管理対策総合研究事業」につきましては、内容に関する照会と計画書等の   

提出に関する照会の連絡先が異なりますので、ご注意ください。  
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Ⅳ．研究課題の評価  

研究課題の評価は、「厚生労働省の科学研究開発評価に関する指針」（平成20年4月1   

日厚生労働省大臣官房厚生科学課長決定）に基づき、新規申請課題の採択の可否等について   

審査する「事前評価」、研究継続の可否等を審査する「中間評価」（※）、研究終了後の研   

究成果を審査する「事後評価」の3つの過程に分けられます。  

「事前評価」においては、提出された研究計画書に基づき外部専門家により構成される事   

前評価委員会において、「専門的・学術的観点」と「行政的観点」の両面からの総合的な評   

価（研究内容の倫理性等総合的に勘案すべき事項についても評定事項に加えます。）を経た   

のち、研究課題が決定され、その結果に基づき補助金が交付されます。（なお、大型の公募   

研究課糎については、必要に応じ申請者に対して申請課題に対する研究の背景、目的、構想、   

研究体制、展望等についてのヒアリングや施設の訪問調査を実施し、評価を行います。）  

研究課題決定後は、速やかに申請者へ文書で通知します。  

また、採択された課題等については、印刷物のほか厚生労働省ホームページ等により公表   

します。  

※ 研究期間が複数年度で採択された研究課題であっても、中間評価により中途で終了  

することがあります。  

（1）専門的・学術的観点からの評価に当たり考慮すべき事項  

ア．研究の厚生労働科学分野における重要性  

㌧厚生労働科学分野に対して有用と考えられる研究であるか  

イ．研究の厚生労働科学分野における発展性  

・研究成果が厚生労働科学分野の振興・発展に役立つか  

・臨床研究の場合は、いわゆる臨床研′究登録がなされる予定か  

ウ．研究の独創性・新規性  

・研究内容が独創性■新規性を有しているか  

エ．研究目標の実現性・即効性  

・実現可能な研究であるか  

・研究が効率的に実施される見込みがあるか  

オ．研究者の資質、施設の能力  

・研究業績や研究者の構成、施設の設備等の観点から、遂行可能な研究であるか  

・臨床研究の場合は、疫学・生物統計学の専門家が関与しているか  

（2）行政的観点からの評価に当たり考慮すべき事項  

ア．行政課類との関連性  

・厚生労働行政の課題と関連性がある研究であるか  

イ．行政的重要性  

・厚生労働行政にとって重要な研究であるか  

・社会的・経済的効果が高い研究であるか  

り自 行政的緊急性  

・現時点で実施する必要性■緊急性を有する研究であるか  
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Ⅴ．公募研究事業の概要等   

＜補助金のうち本公募要項において公募を行う研究類型について＞  

厚生科学審議会科学技術部会に設置した「今後の中長期的な厚生労働科学研究の在り方に  

関する専門委員会」の中間報告書（http：／／vrwyr．mhlw．go．jp／＄hingi／2005／04／sO421－4．htm（）  

に基づき、平成18年度から本補助金を5つの研究類型に整理しました。  

本公募要項では、「指定型」、「戦略型」、「プロジェクト提案型」及び「若手育成型」  

を除いた次の類型について募集を行います。  

1．一般公募型  

一般公募による競争的枠組み   

＜各研究事業の概要及び新規課鹿採択方針等＞  

1‥生活習慣病■難治性疾患克服総合研究事業（仮称）  

（1）循環器疾患等生活習慣病対策総合研究事業   

＜手業概要＞  

循環器疾患等の生活習慣病対策は我が国における重要な課題であり、平成20年度から実   

施されている医療制度改革における柱の一つとして、予防を重視した生活習慣病対策が位置   

付けられていることから、施策の更なる推進のための研究成果が求められている。  

本研究事業においては、循環器疾患等の生活習慣病の予防から診断、治療に至るまで生活  

習慣病対策に関する研究を体系的に実施している。  

＜新規課題採択方針＞  

食生活、運動習慣等の生活習慣の変化や、高齢化の進展に伴い、糖尿病の患者数は増加し   

てきており、今後の生活習慣病対策の推進においては、糖尿病対策が特に重要であることか  

ら、エビデンスに立脚した施策の基盤づくりとなりうる研究を採択する。  

＜公募研究課題＞   

ア．糖尿病戦略等研究事業  

糖尿病は、高血圧症、脂質異常症等とともに、脳卒中、急性心筋梗塞等の重篤な疾病の重   

要な危険因子である。さらに、糖尿病の合併症である糖尿病網膜症、糖尿病腎症、糖尿病神   

経障害の発症は、患者の生活の箕（QOL）を低下させるとともに、生命予後を大きく左右   

する。平成19年国民健康・栄養調査結果においては、「糖尿病が強く疑われる人・可能性   

が否定できない人」が約2，210万人となり、年々増加傾向（平成18年比約18％増）であり、   

生活習慣病対策における糖尿病対策への重点化に向け、更なる研究の推進が急務となってい  

ることから、特に糖尿病予防・合併症の重症化抑止に焦点を当てた、以下の課題について追  

加募集する。  

以下に、平成21年度二次公募の新規課題及び採択に当たっての留意点を記載する。  

研究の規模：1課題当たり10，000千円～15，000千円程度（1年当たりの研究費）  

研究期間：1～3年  
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※喫緊の行政課題に関する研究については可能な限り短期間であることが望ましい。  

新規採択予定課題数：（ア）、（イ）   各1課題程度  

※原則として各研究課題につき1課題を採択するが、事前評価の結果により採択を行わな  

い、又は複数の課題を選択することがある。  

【一般公募型】  

くア）生活習慣病対策における行動変容を効果的に促すための手法に関する研究  

（21180201）  
マスメディア、け等を用いて行動変容を促し、その有効性及び実用性を評価する課題や、   

対象者の肉体的、心理的なアセスメントを踏まえた栄養教育、支援方法を開発する質的研究   

を優先する。  

（イ）糖尿病患者における心血管イベント発症に関する後ろ向きコホートに関する研究  

（21180301）  
複数の施設における患者記録をその初診暗からデータベース化すること及びそのデータを   

国際医療センターに設置する糖尿病情報センターに登録することを条件とする。  

＜研究計画書を作成する際の留意点＞  

研究計画書の提出に当たり、以下の点に留意すること。   

① これまでに公募研究課題と同様な課題について研究実績がある場合は、研究計画書に詳  

細を記載すること。   

② 目標を明確にするため、研究計画書の「9．期待される成果」に、当該研究により期待  

される科学的成果及び当該成果によりもたらされる学術的■社会的・経済的メリットを具  

体的に記載すること。また、「10．研究計画・方法」に、年度ごとの計画及び達成目標  

を記載するとともに、実際の医療等への応用に至るエ程を含めた研究全体の具体的なロー  

ドマップを示した資料を添付すること く様式自由）。  

なお、研究課題の採択に当たっては、これらの記載事項を重視するとともに、中間評価  

及び事後評価においては、研究計画の達成度を厳格に評価する。その達成度（未達成の場  

合にはその理由、計画の練り直し案）如何によっては、研究の継続が不可となる場合もあ  

り得ることに留意すること。   

③ 各府省が定める法律・省令・倫理指針等を遵守し、適切に研究を実施すること。   

④ 特に、研究計画において、妥当なプロトコールが作成され、臨床研究倫理指針等（Ⅱ応  

募に関する諸条件等（4）応募に当たっての留意事項エ．研究計画策定に当たっての研究  

倫理に関する留意点について参照。）に規定する倫理審査委鼻会の承認が得られている  

（又はその見込みである）こと。各倫理指針等に基づき、あらかじめ、研究の内容、費用  

及び補償の有無等について患者又は家族に説明又は情報公開等し、必要に応じて文書等に  

より同意を得ていること。  

また、モニタリング・監査・データマネジメント等を含めた研究体制や、安全性及び倫  

理的妥当性を確保する体制について添付し提出すること。   

⑤ 介入を行う臨床研究であって、侵整性を肴するものを実施する場合には、臨床研究に関  

する倫理指針の規定に基づき、あらかじめ、登録された臨床研究計画の内容が公開されて  

いるデータベースに当該研究に係る臨床研究計画を登録すること。また、事業実績報告書  

の提出時に、登録の有無を記載した報告書（様式自由）を別に添付すること。  
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（2）難治性疾患克服研究事業  

＜事業概要＞  

原因が不明で、根本的な治療法が確立しておらず、かつ後遺症を残すおそれが少なくない   

難治性疾患のうち、患者数が少なく研究の進みにくい疾患に対して、重点的・効率的に研究   

を行うことにより、進行の阻止や機能回復・再生を目指した画期的な診断・治療法の開発を   

行い、患者のQO」の向上を図ることを目的とする。   

＜新規課題採択方針＞  

難治性疾患の克服に向け、研究奨励分野（仮称）においては、特定疾患調査研究分野の範   

疇には含まれていない、いわゆる難病について、実態を明らかにするための研究を行う。ま   

た全体として、他の研究資金を得ることがより困難と考えられる希少性の高い疾患を優先す  

る。  

※特定疾患調査研究分野の疾患 く130疾患）  

脊髄小脳変性症、シャイ・ドレーガー症候群、モヤモヤ病（ウイリス動脈輸閉塞症）、正   

常圧水頭症、多発性硬化症、重症筋無力症、ギラン・バレー症候群、フィッシャー症候群、   

慢性炎症性脱髄性多発神経炎、多異性運動ニューロパテー（ルイス・サムナー症候群）、阜   

クローン抗体を伴う末梢神経炎（クロウ・フカセ症候群）、筋萎結性側索硬化症、脊髄性進   

行性筋萎縮症、球脊髄性筋萎縮症（KonnQdy」＝b針－Sung病）、脊髄空洞症、パーキンソン病、   

ハンテントン病、進行性核上性麻痺、線条休黒箕変性症、ペルオキシソーム病、ライソゾー   

ム病、クロイツフェルトー・ヤコブ病（CJD）、ゲルストマン・ストロイスラーtシャインカー   

病（GSS）、致死性家族性不眠症、亜急性硬化性全脳炎（SSPE）、進行性多集性自覚脳炎（P   

ML）、後縦靭帯骨化症、黄色靭帯骨化症、前縦靭帯骨化症、広範脊柱管狭窄症、特発性大腿   

骨頭壊死痘、特発性ステロイド性骨壊死痘、網膜色素変性症、加齢性黄斑変性症、難治性視   

神経痘、突発性難聴、特発性両側性感音難聴、メニエール病、遅発性内リンパ水腫、PRL分泌   

異常症、ゴナドトロピン分泌異常症、ADH分泌異常痘、中枢性摂食異常症、原発性アルドステ   

ロン症、偽性低アルドステロン症、グルココルチコイド抵抗症、副腎酵素欠損症、副腎低形   

成（アジソン病）、偽性副甲状腺機能低下症、ビタミンD受容機構異常痘、TSH受容体異常症、   

甲状腺ホルモン不応症、再生不良性貧血、溶血性貧血、不応性貧血（骨髄異形成症候群）、   

骨髄線維痘、特発性血栓痘、血栓性血小板減少性紫斑病（TTP）、特発性血小板減少性紫斑病、   

IgA腎症、急速進行性糸球体腎炎、難治性ネフローゼ症候群、多発性嚢胞腎、肥大型心筋症、   

拡張型心筋症、拘束型心筋症、ミトコンドリア病、Fabry病、家族性突然死症候群、原発性高   

脂血症、特発性間質性肺炎、サルコイドーシス、ぴまん性汎細気管支炎、潰癌性大腸炎、ク   

ローン病、自己免疫性肝炎、原発性胆汁性肝硬変、劇症肝炎、特発性門脈圧先進痘、肝外門   

脈閉塞症、Budd－Chiari症候群、肝内緒石症、肝内胆管障害、膵嚢胞線維痘、重症急性膵炎、   

慢性膵炎、アミロイドーシス、ベーチェット病、全身性エリテマトーデス、多発性筋炎・皮   

膚筋炎、シエーゲレン症候群、成人ステイル病、高安病（大助脈炎症候群）、ビュルガー病、   

結節性多発動脈炎、ウェゲナー肉芽腫症、アレルギー性肉芽踵性血管炎、悪性関節リウマチ、   

側頚動脈炎、抗リン脂箕抗体症候群、強皮症、好酸球性筋膜炎、硬化性萎縮性苔癖、原発性   

免疫不全症侯群、若年性肺気腫、ランゲルハンス細胞組織球症、肥満低換気症候群、肺胞低   

換気症候群、原発性肺高血圧症、慢性肺血栓塞栓症、混合性結合組織病、神経線維腫症Ⅰ型   

（レツクリングハウゼン病）、神経線維儒應Ⅱ型、結節性硬化症（プリングル病）、表皮水   

痘症、腺病性乾癖、天癌瘡、大脳皮質基底核変性症、重症多形溶出性紅斑（急性期）、肺リ   

ンパ脈管筋腫痘（LAH）、進行性骨化性線維異形成症（FOP）、色素性乾皮症（XP）、下垂体   

機能低下痘、クッシング病、先端巨大症、原発性側素裸化症、有耕赤血球を伴う舞踏病（有   

頼赤血球舞踏病）、HTLV－1関連脊髄症（HAM）、先天性魚鱗療様紅皮症、スモン  
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研究費の規模：  

ア，（ア）  1課題当たり  

（イ）  1課題当たり  

イ．（ウ）（エ）1課題当たり  

（オ）  1課題当たり  

り． く力）  1課題当たり   

研究期間：公募研究課題ア．（ア）、イ．  

公募研究課題アー （イ）、イ．  

新規採択予定課題数：公募研究課題ア。  

公募研究課題ア．  

公募研究課題イ。  

公募研究課題イ．  

公募研究課蔑り．   

3，000千円～ 5．000千円  

50，000千円～100．000千円   

4．000千円～ 20，00（）干円  

100．000千円～500，000千円  

20，000千円～ 50．000手円   

（ウ）（エ）  

（1年当たりの研究費）  

（1年当たりの研究費）  

（1年当たりの研究費）  

（1年当たりの研究費）  

（1年当たりの研究費）   

1年  

（オ）、ウ．（力） 1～3年  

（ア）  70課題程度  

（イ）  2課題程度  

（ウ）（エ） 70課題程度  

（オ）  1課題程度  

（力）  1課題程度  

※原則として研究課題について上記の課題数を採択する予定であるが、事前評価の結果に  

より採択を行わない、又は予定課題数を上回る課題数を採択することがある。  

＜公募研究課題＞  

【一般公募型】  

ア．横断的基盤研究分野  

臨床調査研究や他の先端的厚生労働科学研究（ヒトゲノム・遺伝子治療研究、免疫・  

アレルギー研究等）における研究者との情報交換、技術的支援等の連携のもと、特定疾  

患に係る基盤的・基礎的な科学的根拠を集積・分析し、医療に役立てることを目的とす  

る研究のうち、次に掲げるもの。  

（ア）生体試料等の収集に関する研究（仮称）  （21210101）  
（留意点）   

難治性疾患の研究を一層推進するため、上記の特定疾患調査研究分野に含まれる疾患のう  

ち、平成21年慶一次採択予定の研究課題において取り組まれる疾患（30頁参照）以外の  

疾患について、患者への適切な説明及びそれに基づく患者からの同意取得の下、生体試料等  

を収集し、ヒト細胞・遺伝子・組織バンク等に当該試料等を提供し、もって、当該疾患に関  

する共同研究等を加速させ、革新的な治療法t診断法の開発に資するものとすること。   

なお、ヒト細胞t遺伝子・組織バンク等については、品質管理が厳格に実施されているこ  

と及び公平に提供されていることを担保すること。また、収集し、提供した生体試料等につ  

いての情報を広く公開する体制を確保すること。さらに、臨床調査研究分野に関連する領域  

の研究班がある場合には、既存の研究班との連携を図ること。  

（イ）生体試料等の効率的提供の方法に関する研究（仮称）  （21210401）  
（留意点）   

難治性疾患の生体試料は、希少性が高いため入手が困難である。このため、他の疾患の生  

体試料とは異なり、公平性を確保した提供体制が必要と見込まれる。このような背景を踏ま  

え、品質管理が厳格に実施されること及び公平に提供されることが担保されているヒト細胞  

・遺伝子・組織バンク等であって、「（ア）生体試料等の収集に関する研究」（既公募分を  

含む）で収集された生体試料をモデル的に受け入れ、効率的な提供を行う方法について研究  
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を行うものであること。  

また、「（ア）生体試料等の収集に関する研究」（既公募分を含む）において、患者への   

適切な説明及びそれに基づく患者からの同意取得等を求めているが、難治性疾患については   

希少性等の観点から他の疾患の場合に付加した対応が必要と見込まれる。さらに、臨床情報   

と連携した生体試料収集のニーズもあると思われる。このような背景を踏まえ、技術的支援   

等を通じ、収集をより一層効率的、効果的に行う方法についても研究を行うものであること。  

イ、研究奨励分野（仮称）  

難治性疾患の研究を一層推進するため、上記の特定疾患調査研究分野に含まれておらず、   

「希少性（おおむね5万人未満）・原因不明・効果的な治療方法末社立・生活面への長期に  

わたる支障」という四要素を満たす疾患（満たす可能性がある場合を含む）のうち、平成  

21年慶一次採択予定の研究課題において取り組まれる疾患（30責参照）以外の疾患で  

あり、臨床調査研究班等により組織的・体系的に研究が行われてこなかったものについて、  

広く医療関係者等の協力を求め、患者や病態の実態把握等を目的とする研究のうち、次に  

掲げるもの。  

なお、（オ）については、既存の診断基準等を活用しても従来の疾患概念に該当しない  

ような疾患を対象に疾患概念の確立につなげる研究であること。  

また、「がん」「生活習慣病」「進行性筋ジストロフィー」「耕神疾患」など、他の研  

究書実において組♯的な研究の対象となっているものは対象としない。  

（ウ）疾病の診断基準等作成のための奨励研究 く仮称）  （21210201）  
（留意点）   

研究を行おうとする疾患の診療に携わる研究者等が研究班を組織する。明確な診断基準が  

存在しない場合には、その診断基準の作成及び当該基準に基づいた患者数の把握を行う。診  

断基準が存在する場合には、患者数の把握を行う。この結果として、当該疾患の研究の発展  

と、診療の確立・向上に資するものとすること。   

なお、研究の実施にあたっては、臨床調査研究分野に関連する領域の研究班がある場合に  

は既存の研究班と、疫学調査を実施する場合には「特定疾患の疫学に関する研究班」との連  

携を図るなど、難治性疾患克服研究手業のこれまでの経験や知見を十分に活用すること。ま  

た、3年以内に広く臨床知見を集積する等により診断基準の作成、患者数の把握を行うこと。  

（エ）疾病の実態把壕のための奨励研究（仮称）  （21210301）  
（留意点）   

研究を行おうとする疾患の診療に携わる研究者等が研究班を組織し、疫学調査、治療実態  

の把握及び世界的な研究の状況等の把握を通じ、治療のための指針を作成する等、当該疾患  

の実態を明らかとする研究を行うこと。この結果として、当該疾患の研究の発展と、診療の  

確立・向上に資するものとすること。   

なお、研究の実施にあたっては、臨床調査研究分野に関連する領域の研究班がある場合に  

は既存の研究班と、疫学調査を実施する場合には「特定疾患の疫学に関する研究班」との連  

携を図るなど、難治性疾患克服研究事業のこれまでの経験や知見を十分に活用すること。ま  

た、3年以内に広く臨床知見を集積する等により治療のための指針の作成を行うこと。  

（オ）未分類疾患の情報集約に関する研究（仮称）  （21210501）  
（留意点）   

既存の診断基準等を活用しても従来の疾患概念に該当しないような疾患について研究を進  

めていくためには、まず疾患概念の確立につなげる研究が重要である。特に希少性が高い壌  
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合には、症例が集積しにくいため、疾患像が明らかになりにくいことが考えられる。  

そのため、臨床情報を医療機関等から提供を受け症例を集積するとともに、国内外の論文  

・学会発表等の情報を体系的・一元的に集約し、共通する症状や徽候等に着目し、情報処理   

及び統計処理技術等を活用し、一定の疾患像を整理する方法の確立を目指す研究であること。   

この際、当該情軌ま個人情報に該当する可能性があるため、個人情報保護が確実に担保され   

る体制が確保されていること。  

また、上記で整理された情軌こ基づき、医療機関等から問い合わせがあった場合には適切   

に情報提供を行うこと。  

ウ．臨床調査研究分野  

隙器別、疾患別に特定疾患にかかる科学的根拠を集積・分析し、医療に役立てることを目   

的とする研究のうち、次に掲げるもの。  

なお、研究者の構成は、わが国における医療水準を反映するとともに、研究成果の普及を   

図るよう、広範な地域から構成することが望ましい。  

（力）特発性大腿骨頭壊死症に関する調査研究  

（留意点）   

次の疾患を対象とすること。   

○特発性大腿骨頭壊死、特発性ステロイド性骨壊死症  

（21210601）  

＜研究計画書を作成する際の留意点＞  

研究計画書の提出に当たり、以下の点に留意すること。   

① 「9．期待される成果」に、より具体的に把握するため、申請研究終了時に期待され  

る目標と研究分野の長期的な目標とを別々に明記すること。特にイ．では、診断基準作  

成を目指すのか、治療のための指針の作成を目指すのかについて、ウ．では、研究成果  

が当該疾患の治療成績の向上あるいは患者のQOLの向上に対して具体的にどのように  

寄与するのかについても記載すること。   

② 「12．申請者の研究歴等」について、より詳細に把握するため、以下のけ）及び（イ）  

の項目に該当する論文（全文）の写しを研究計画書に添付すること。欧文のものについ  

ては日本語要旨も添付すること。なお、添付した写し等とは別に、18部を提出するこ  

と。  

（ア）申請する課題に係る分野に特に関連するもの。  

（イ）申請者が第一著者、若しくは圭となる役割を担ったもの。後者の場合はその簡潔な  

理由を添付すること。   

③ 各府省が定める法律・省令・倫理指針等を遵守し、適切に研究を実施すること。   

④ 特に、研究計画において、妥当なプロトコールが作成され、臨床研究倫理指針等（Ⅱ  

応募に関する諸条件等（4）応募に当たっての留意事項エ．研究計画策定に当たっての  

研究倫理に関する留意点について参照。）に規定する倫理審査委兵舎の承認が得られて  

いる（又はその見込みである）こと。各倫理指針等に基づき、あらかじめ、研究の内容、  

費用及び補償の有無等について患者又は家族に説明又は情報公開等し、必要に応じて文  

書等により同意を得ていること。  

また、モニタリング・監査・データマネジメント等を含めた研究体制や、安全性及び  

倫理的妥当性を確保する体制について添付し提出すること。   

⑤ ア．（ア）、イ．（ウ）（エ）では、研究を行おうとする疾患について、患者数、疾  

患概念、原因とその解明状況、主な症状、主な合併症、主な治療、長期にわたる疾患の  

状況等の資料を提出する研究計画書に添付（様式自由）すること。なお、添付した資料  
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とは別に、18部を提出すること。  

⑥ ア．（イ）では、品質管理が厳格に実施されていること及び公平に提供されることが   

担保されていること、生体試料等を受け入れ効率的な提供を行う体制が確保されている   

こと、並びに生体試料の収集に関する研究に対して技術的支援等を行うことが可能であ   

ることについての状況の資料を提出する研究計画書に添付（様式自由）すること。なお、   

添付した資料とは別に、18部を提出すること。  

⑦ イ．（オ）では、情報処理及び統計処理等を行う技術を有していること及び個人情報   

保護が確実に担保されている体制が確保されていることについての状況の資料を提出す   

る研究計画書に添付し、明らかにすること。なお、添付した資料とは別に、18部を提   

出すること。  

⑧ ウ．（力）では、「11．研究計画・方法」について、疫学的研究を含む疾患の実態   

解明、予防・診断・治療法の開発及び確立、標準的診断・治療法の確立及び普及の計画   

を明らかにすること。特定疾患治療研究事業対象疾患（○が付いたもの）に関する研究   

については、同事業申請時に提出される臨床調査個人票を活用した実態把撞や疫学的解   

析の計画を含めて記載すること。（臨床調査値人真については、難病情報センターホー   

ムページくhttp：／／YYrYr．nanbyou．or．jp〉を参照。）  

2．感染症対策総合研究事業（仮称）   

（1）新型インフルエンザ等新興t再興感染症研究事業（仮称）   

＜事業概要＞  

近年、新たにその存在が発見された感染症（新興感染症）や既に征圧したかに見えながら   

再び猛威を振るいつつある感染症（再興感染症）が世界的に注目されているが、中でも、歴   

史的に数十年に一度の頻度で発生している新型インフルエンザの発生は、もはや時間の問題  

であると言われ、予断を許さない状況が続いている。  

これらの新兵・再興感染症は、その病原体、感染源、感染軽蕗、感染力、発症機序につい   

て解明すべき点が多く、また、その予防法、迅速な診断法、治療法等の向上・確立に取り組   

む必要がある。また、このような感染症が発生した場合の国民への不安を解消するための情   

報提供の在り方（リスクコミュニケーション）や、適切な病原体管理として病原微生物等の   

検出法の向上・確立や普及、／くイオセキュリティー（保管、輸送、安全性強化）の確保等も  

重要となる。  

このため本手業は、新型インフルエンザに関する研究をはじめ、近い将来克服されると考  

えられていたが再興がみられる麻疹や結核等に関する研究等、幅広く国内外の感染症に関す   

る研究を推進させ、これら感染症から国民の健康を守るために必要な研究成果を得ることを  

目的とする。  

＜新規課題採択方針＞  

新型インフルエンザの国内への新たな流入・まん延の防止や、今後も再興が危惧される結   

核への適切な対応の観点から、これらの感染症の病態解明、予防法、診断法、治療法、情報  

の収集と分析、行政対応等に資する研究を行う。  

研究費の規模：  

研究分野ア．1課題当たり10，000千円程度（1年当たりの研究費）  

研究分野イ．1課題当たり 60，000千円程度（1年当たりの研究費）  

23  

巾   



研究期間：1～3年  

新規採択予定課題数：研究分野ア． 1課題程度  

研究分野イ． 1課題程度  

※各研究分野について原則として1課題を採択するが、事前評価の結果により採択を行  

わない又は複数の採択をすることがある。  

＜公募研究課題＞  

【一般公募型】  

ア．新型インフルエンザへの対応に関する研究分野  

新型インフルエンザの出現に備え、その感染拡大を可能な限り抑制し、健康被害を最小  

限にとどめるとともに、社会・経済を破綻にいたらせないための適切な対応体制を整備す  

るために必要な研究を行う。  

（ア）新型インフルエンザの流行と対策の効果等の予測に関する研究 （21260101）   

（留意点）  

我が国における新型インフルエンザ発生に備えるためには、過去の新型インフルエンザ  

による我が国における被害の実態の再評価、国内外の最新の情報や知見に基づいた流行予  

測や、対策による被害の軽減に関する予測を基にして対策を検討する必要がある。課題の  

採択に当たっては、我が国の地理的な条件、交通機関の発達度、医療体制、受診行動の特  

徴等の国民性を踏まえ、国及び地方自治体が体制整備をしていく上で必要となる、国内外  

のデータや条件を基にした国全休及び各地方自治体における新型インフルエンザの被害予  

測や対策の効果等についての疫学的な観点を踏まえた研究を優先する。  

イ．感染症の新たな脅威への対応及び感染症対策の再構築に関する研究分野  

これまで我が国においては大きな問蔑とはなっていなかった感染症の海外からの流入や、  

生活様式や生活環境の変化、人口構造の変化等の社会的、宿主的な要因の変化により対策  

の見直しや新たな対応が必要となる感染症について、その状況や要因を把握し、今後の適  

切な対応につなげるための実態把握、病態解明、診断、治療に関する研究、及びその対応  

のあり方に関する研究等、これまでの感染症対策の点検及び必要に応じた再構築をするた  

めの研究を行う。  

（イ）結核対策の評価と新たな診断■治療技術の開発一案用化に関する研究  

（21261201）   
（留意点）  

課題の採択に当たっては、患者の発生状況の把握や必要な医療提供に関する検証などに  

基づく従来の結核対策の評価を踏まえた、細胞免疫診断、分子学的結核菌診断、新薬の開  

発等の新たな技術の開発及び実用化を総合的に推進し、併せて、その評価を行う公衆衛生  

学的視点から今後の結核対策に資する研究を優先する。  

＜研究計画書を作成する際の留意点＞  

① 目標を明確にするため、研究計画書の「9．期待される成果」に当該研究により期待され   

る科学的成果及び当該成果によりもたらされる学術的・社会的・経済的メリットを具体的に   

記載すること。また、「10．研究計画・方法」に、年度ごとの計画及び達成目標を記載す   

るとともに、実際の医療等への応用に至る行程を含めた研究全体の具体的なロードマップを   

示した資料を添付すること（様式自由）。  
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なお、研究課題の採択に当たっては、これらの記載事項を重視するとともに、中間評価及   

び事後評価においては、研究計画の達成度を厳格に評価する。その達成度（未達成の場合に   

はその理由、計画の練り直し案）如何によっては、研究の継続が不可となる場合もあり得る   

ことに留意すること。  

② 各府省が定める法律t省令・倫理指針等を遵守し、適切に研究を実施すること。  

③ 特に、研究計画において、妥当なプロトコールが作成され、臨床研究倫理指針等（Ⅱ応募   

に関する諸条件等（4）応募に当たっての留意事項エ．研究計画策定に当たっての研究倫理   

に関する留意点について参照。）に規定する倫理審査委負会の承認が得られている（又はそ   

の見込みである）こと。各倫理指針等に基づき、あらかじめ、研究の内容、費用及び補償の 

有無等について患者又は家族に説明又は情報公開等し、必要に応じて文書等により同意を得   

ていること。  

また、モニタリング・監査・データマネジメント等を含めた研究体制や、安全性及び倫理   

的妥当性を確保する体制について添付し提出すること。  

④ 介入を行う臨床研究であって、侵襲性を有するものを実施する場合には、臨床研究に関す   

る倫理指針の規定に基づき、あらかじめ、登録された臨床研究計画の内容が公開されている   
データベースに当該研究に係る臨床研究計画を登録すること。なお、事業案続報告書の提出   

時に、登録の有無を言己載した報告書（様式自由）を別に添付すること。  

3．食品医薬品等リスク分析研究事業  

（1）食品の安心・安全確保推進研究事業   

＜事業概要＞  

本研究手業は、食品供給行程全般におけるリスク分析のうち、厚生労働省が担当するリス   

ク管理及びリスクコミュニケーション並びにリスク評価に必要な科学的知見の収集等を実施  

するものである。よって、国民の安全な食生活と食品に関する国民の安心を確保することを  

目的に、本研究手業を推進する。  

＜新規課題採択方針＞  

添加物及び汚染物質に関する研究分野について募集を行う。  

なお、基本的に、成果に関して国民にとって解りやすい資料を作成するなど、リスクコミ  

ュニケーションに資する内容を含むこととする。  

また、採択に当たっては、国際的動向も踏まえつつ、食品等の安全性及び信頼性の確保の  

観点から、国民の保健衛生の向上に資するものを優先的に採択する。  

＜公募研究課題＞   

【一般公募型】  

ア．添加物及び汚染物葺に関する研究分野  

（ア）食品中残留農薬のリスク管理手法の精密化と国際化対応に関する研究  

（21320901）  
（留意点）  

課題の採択に当たっては、書水産食品への一律基準の適用に係る調査分析、基準適用部  

位t分析部位の比較検討、統計手法を用いる長大残留tの井定手法の検討、暴露量評価の  

精密化に係る評価法の情報整理、調理加エの分解等に伴うリスク評価についての調査研究  

を優先的に採択する。  
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研究費の規模：1課題当たり15．000千円－25．000千円（1年当たりの研究費）  

研究期間  1～3年  

新規採択予定課題数：1課題程度  

※原則として1課題を採択するが、事前評価の結果により採択を行わない又は複数を  

採択することがある。   

＜研究計画書を提出する際の留革点＞  

研究計画書の「9．期待される成果」に、当該研究により期待される科学的成果及び当  

該成果によりもたらされる学術的・社会的・経済的メリットを具体的に記載すること。  

また、「10．研究計画・方法」に、年度ごとの計画及び達成目標を記載するとともに、  

食品安全行政等への応用に至るエ程を含めた研究全体の具体的なロードマップを示した資  

料を添付すること（様式自由）。  

なお、研究課題の採択に当たっては、これらの記載事項を重視するとともに、中間評価  

及び事後評価においては、研究計画の達成度を厳格に評価する。その達成度（未達成の場  

合にはその理由、計画の練り直し案）如何によっては、研究の継続が不可となる場合もあ  

り得ることに留意すること。  

（2）医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス総合研究事業  

＜事業概要＞  

国民の保健衛生の向上に資する医薬品t医療機器等の安全性、有効性及び品質は、科学的   

でかつ国際的動向を踏まえたレギュレーション（規制）により確保されている。本研究事業   

は、薬事法や麻薬及び向精神薬取締法等の規制の対象となっている医薬品、医療機器等の安   

全性、有効性及び品質の評価、乱用薬物への対策等を政策的に実行するために必要な規制   

（レギュレーション）について、科学的合理性と社会的正当性に関する根拠をもって、整備   

するための研究を行うものである。  

本事業を通じて得られた成果は、承認審査、市販後安全対策、薬事監視、薬物乱用対策及   

び血液対策等の薬事規制全般に科学的根拠を与えることにつながっており、また、安全性・   

有効性一品賞に係る評価手法の整備などにより、新たな医薬品・医療機器の開発・承認に通   

ずる指標として効果をもたらしている。  

これらの取組は、「革新的医薬品・医療機器創出のための5カ年計画」等で求められてい   

る革新的技術を用いた製品の有効性・安全性等の適切な評価手法に関する調査研究の推進や、   

承認審査の在り方や基準の明確化、ひいては事査の迅速化・茸の向上につながるものである。  

＜新規課題採択方針＞  

医薬品・医療機器等の市販後安全対策に関する研究のうち「重篤副作用に係る遺伝子マー   

カー（ファーマコゲノミクス）に関する研究」について追加募集を行う。  

なお、研究課題の採択に当たっては、基本的に、薬事法等による医薬行政施策への応用が   

可能なものや、国際的動向も視野に入れつつ、医薬品等の品質・有効性・安全性確保の観点   

から、国民の保健衛生の向上に資するものを優先的に取り扱う。  

研究費の規模：1課題当たり3，000千円程度（1年当たりの研究費）  
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研究期間   ：1～3年  

新規採択予定課題数：1課題程度  

※原則として1課題を採択するが、事前評価の結果により採択を行わない又は複数選択  

することもある。  

＜公募研究課題＞  

【一般公募型】   

ア．医薬品・医療機器等の市販後安全対策に関する研究  

（ア）重篤副作用に係る遺伝子マーカー くファーマコゲノミクス）に関する研究  

（21332101）  
（留意点）  

医薬品における重篤な副作用に関し、患者の体質素因や薬剤の代謝・排泄等に関与す  

る遺伝子多型等についての遺伝子学的解析又は重篤な副作用に対し感受性・抵抗性を示  

す遺伝的素因についての検討等を行うことによって、重篤な副作用に係る遺伝子マーカ  

ーを明らかにし、当該マーカーの市販後安全対策への利用の際に必要な体制整備のあり  

方等について、調査研究を行うものであること。  

＜研究計画書を作成する際の留意点＞  

研究計画書の提出に当たっては、目棲を明確にするため、研究計画書の「9，期待される   

成果」に、当該研究により期待される科学的成果及び当該成果によりもたらされる学術的・   

社会的・経済的メリットを具体的に記載すること。また、「10．研究計画・方法」に、年   

度ごとの計画及び達成目模を記載するとともに、実際の医療・規制等への応用に至るエ程を   

含めた研究全体の具体的なロードマップを示した資料を添付すること（様式自由）。  

なお、研究課題の採択に際しては、研究計画書の「9．」及び「10．」を重視するとと   

もに、中間評価及び事後評価においては、研究計画の達成度を厳格に評価する。その達成度   

（未達成の場合にはその理由、計画の練り直し案）如何によっては、研究の継続が不可とな   

る場合もあり得ることに留意すること。  

4．健康安全・危機管理対策総合研究手業  

＜事業概要＞  

近年、大規模な自然災害が頻発し、鳥インフルエンザの園内発生が報告されたことなどに   

より、生命や健康を青かす健康危機事例への国民の関心が増大している。また、新型インフ   

ルエンザやテロリズム等の発生も懸念されている。健康危機事例の被書拡大を防ぐためには、   

平時からの準備と発生時における的確な対処が求められている。なかでも、初動体制を確保   

することや情報を共有し活用すること等については、より一層の体制整備を行う必要性が指   

摘されているところである。  

本研究手業では、健康危機事例発生時に地方公共団体における対処方策に関する研究及び   

健康危機管理事態において用いる医学的根拠の研究開発環境に関する研究について追加公募   

する。  

＜新規課題採択方針＞  

「健康危機管理体制の構築」は地域保健における重要な課題であり、地方公共団体には、   

緊急時に健康と安全の確保に関し迅速かつ適切に対応することが求められている。地域にお  
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ける健康安全の基盤形成をより確実にするために、一般公募型として、（ア）健康危機発生  

時における行政機関相互の適切な連携体制及び活動内容に関する研究を募集する。   

また、新興再興感染症やテロリズムといった健康危機事態に対しては、「第3期科学技術  

基本計画」において「テロリズム・健康危機管理対策の充実」が個別政策目標として掲げら  

れていることに加え、平成19堅から施行された世界保健機関（附10）による改正国際保健規  

則（川R2005）では、感染症に留まらず原因不明のあらゆる「国際的に関心のある公衆衛生上  

の出来事」は全て世界的に共有されることとなっており、健康危機管理への関心は園の内外  

を問わず高まっている。健康危険事態への未然防止や国民の保護といった適切かつ迅速な対  

処能力を強化するには、基盤技術・オペレーション手法に関する研究を推進する必要がある。  

本研究分野では、テロリズムを含む原因が不明な健康危機にも対応可能な健康危機管理基盤  

システムに関する分野横断的研究を募集する。  

研究費の規模：  

研究分野ア．1課題当たり10．000千円－20，000千円程度（1年当たりの研究費）  

研究分野イ．1課題当たり 3．000千円～ 5，000千円程度（1年当たりの研究費）  

研究期間   ：研究分野ア． 2～3年程度  

研究分野イ． 1～3年程度  

新規採択課題数： 研究分野ア．1課題程度  

研究分野イ．1課題程度   

※各研究分野について原則として1課題を採択するが、事前評価の結果により採択を行わ  

ない又は複数採択することもある。  

＜公募研究課題＞  

【一般公募型】   

ア．地域健康安全の基盤形成に関する研究分野   

（ア）健康危機発生時における行政機関相互の適切な連携体制及び活動内容に関する研究  

（21350101）  
（留意点）  

課題採択に当たっては、保健所の組織内連携体制及び保健所の地域内の住民団体等との   

連携体制並びに住民から保健所に期待されている機能について調査する研究であって、都   

道府県又は保健所を設置する市の内部における病院、消防、検査機関等も考慮した連携休   

制、他都道府県等との連携体制、災害等の健康危機発生時に鞋具に期待される職務等を明   

確化し、今後の地域保健推進に資する研究を優先する。  

なお、研究班の構成員は地域的な偏りをなくし、全国の実情が反映できるように組織す   

ること。  

イ．健康危機管理・テロリズム対策システム研究分野  

（イ）健康危機管理事態において用いる医学的対処の研究開発環境に関する研究  

（21351101）  
（留意点）  

テロリズムや災害などの健康危機事例が発生した鳩舎に大量に用いられると予想される医   

薬品等の中には、平時には適用される症例数が少なく治験が行えないため、安全性一有効性   

の評価ができず、承認されていないもの（例えば、ある種のワクチン、幸索等の中和抗体、   

化学物質中毒に対する解毒剤等の薬品、放射性物質に対するキレート剤など）がある。課題  
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採択に当たっては、こうした健康危機事例発生時に必要となりうる特殊な医薬品等を網羅的  
に検討し、その種類や量、研究開発や入手の方法等について幅広く検証■分析し、国内での  
供給の確保策、わが国の危機管理能力を向上するために必要な施策、事態発生時の使用にお  
ける考え方（安全性の確保、補償等）をまとめ、国内外の施策を調査、比較、検証し、実現  
可能な政策提言を行いうる研究を優先する。  

＜公募研究事業計画表（ニ次）＞  

※ 下線は、一次公募との相違点  

研究  

年月   （研 究 者）  （厚生労働省）  評価  通知等   

21．3   ←l研究課遭等の公募（ホームペ  

lホームページの確認l  →l研究計画書の受付・手套  

前評価委員会の開催 

国  

⊇ユ止  研究課題の決定 ←庫補助通  次官通知  

研  

交付申諦書の作成・提出  →座付申請書の受付・幸封  

（所属施設長の承諾書）   

；座付決定通知 大臣通知  

究  ←助金の交付 

期  

22．1  

間  国  

22．4  手業実舶舌根び研究報告書二事業実脚細 
の作成・提出  ：の受付・辛査  

l陣後評価委員会の開催 

国  

庫助金の確定通知 大臣通知  
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＜平成21年慶一次採択予定の研究課題において取り組まれる疾患＞   

※ここに掲げられた疾患と同一の疾患は2次公募の対象とならない。  

ア，横断的基盤研究分野  

（ア）生体試料等の収集に関する研究（仮称）  

潰瘍性大陽炎、肝外門脈閉塞症、肝内結石症、肝内胆管障害、球脊髄性筋萎縮症、筋萎縮  

性側索硬化症、クローン病、劇症肝炎、原発性側索硬化症、原発性肺高血圧症、自己免疫  

性肝炎、進行性核上性麻痔、脊髄空洞症、脊髄小脳変性症、脊髄性進行性筋萎縮症、天痘  

瘡、特発性慢性肺血栓塞栓症、特発性門脈圧冗進症、難治性視神経症、パーキンソン病、  

ハンテントン病、慢性炎症性脱髄性多発神経炎、網膜色素変性症、有蘇赤血球舞踏病、ラ  

イソゾーム病、Budd－Chiari症候群、HTLV－1関連脊髄症  

イ．研究奨励分野（仮称）  

（ウ）疾病の診断基準等作成のための奨励研究（仮称）  

（エ）疾病の状態把握のための奨励研究（仮称）  

アトピー性脊髄炎、アレキサンダー病、ウェルナー症候群、エーラスダンロス症候群、遠  

位型ミオパテー、オルチニントランスカルバミラーゼ欠損症、家族性地中海熟、褐色細胞  

畦、カルバミルリン酸合成酵素欠損症、川崎病、肝型梼原病、劇症1型糖尿病、血球貪食  

症候群、後天性血友病ⅩⅢ、コケイン症候群、コステロ症候群、骨髄一過性異常増殖症、  

ジストニア、自発性低血糖症、小児交互性片麻痔、新生児バセドゥ、新生児ループス、深  

部静脈血栓症、脆弱X症候群、性分化異常症、先天性大脳白茸形成不全症、先天白内障、  

多発性内分泌腫瘍症、胆道閉鎖症、中性脂肪蓄積心筋血管症、特発性局所多汗症、道化師  

様魚鱗癖、内臓錯位症候群、難治性脳形成障害症、尿素サイクル異常症、肺血栓塞栓症、  

ピッカースタッフ型脳幹脳炎、封入体筋炎、フェニルケトン尿症、プロピオン酸血症、マ  

ルフアン症候群、メチルマロン酸血症、リンパ管腫、Brugada症候群、CFC症候群、Gortin  

症候群、Land8u－KIeffner症候群、Microscopjc coiitis  

（50音順）  

※応募に当たっては、ト （2）難治性疾患克服研究事業（19頁～）をよく確認してください。  
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Ⅵ．補助対象経費の単価基準額一覧表  

1． 人件費等  

（1）非常勤職員手当  （単位：円）  
十
、
、
J
■
．
．
J
h
．
．
．
・
1
 
 
 

対象となる研究   対 象 期 間  単 価   揖 E   

厚生労働科学研究費補助金取  1か月当たり  Aランク  博士の学位を取得後、国内外の研   
扱細則（平成10年4月9tヨ  345．000  究機関で実績を積み、かつ、欧文   
厚科256号厚生科学課長決  誌等での主著が数件ある研究者、   
定）別表第1、1（1）に掲  又はこれと同等の研究能力を有す   
げる研究  る者  

Bランク  
298，000   

と同等の研究能力を有する者  

Cランク  

265，000   

Dランク  
211，000   

Eランク  

193．000   

（注）その昔の資格、免許、研究に徒手した年数、取歴等を踏まえ、試験研究機関等及び法人が   
定めている単価との均衡に配慮し決定するものとする。  

（2）保 険 料  

（3）通勤手当  

（4）住居手当  

（5）扶養手当  

（6）地域手当  

雇用者が負担する保険料とする。  

国家公務員に準ずる。（通勤手当の支給額等を参照）  

国家公務員に準ずる。（住居手当の支給額等を参照）  

国家公務員に準ずる。（扶養手当の支給額等を参照）  

国家公務員に準ずる。（地域手当の支給額等を参照）  
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2－ 諸 謝 金  （単位＝円）  

用 務 内 容  職  種  対象期間  単  価   摘  要   

定形的な用務  師   14．100  医師又は相当者  

を依頼する場  
ム  
【コ   大学（短大を含む）卒業者又は専門  

1日当たり       技 術 者  7．800   技術を有する者及び相当者  

研究補助者  6，600  そ の 他   

鰊演、討論等  授   9，300  教授級以上又は相当者  

研究遂行のう  

えで学会権威  7，700  准教授級以上又は相当者  

者を招へいす  り  

る場合   講  師  5，100  講師級以上又は相当者   

治験等のため  1回当たり   1．000  治験、アンケート記入な   

の研究協力謝  程度  どの研究協力謝金については、協力   

金  内容（拘束時間等）を勘案し、常識  

の範囲を超えない妥当な単価を設定  

すること。なお、謝晶として代用す  

ることも可（その場合は消耗品費と  

して計上すること）。   

3．旅  費・・・国家公務員の旅費に関する法律に準ずる（旅費に係る単価表を参照）   

4．会議費・・・1人当たり1，000円（昼食をはさむ場合は、2，000円）を基準と  

する。  

5．会場借料・・・50，000円以下を目安に実費とする。  

6。賃  金・・・8． 300円（1日当たり＜8時間＞）を基準とし雇用者が負担する保険  

料は別に支出する。  

人夫、集計・転記・資料整理作業員等の日々雇用する単純労働に服する者  

に対する賃金。  

注）一日において8時間に満たない時間又は8時間を超えた時間で賃金を支出する場合に  

は1時間あたり1，030円で計算するものとする。  
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 通 勤 手 当 の 支 給 額 等  

通勤のため、交通機関等を利用してその運賃等を負担することを常例とする研究者、自動車  

等を使用することを常例とする研究者及びこれらを併用することを常例とする研究者に支給さ  

れる手当とする。  

1 交通機関の利用者  

運賃等相当輯。ただし、運賃等相当窺が1箇月につき55．000円を超える場合は、  

1箇月につき55，000円とする。  

2 自動車等の使用者  

使用距離に応じ次表に掲げる額（ただし、平均1箇月当たりの通勤所要回数が10固に  

満たない場合は、その軽から、その額に100分の50を乗じて得た額を減じた額）  

（単位：円）  
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住 居 手 当 の 支 給 額 等  

居住するための住宅を借り受け、一定額（12，000円）を超える家賃若しくは間代を支  

払っている研究者又は自宅に居住する世帯主である研究者に支給する手当とする。  

1 研究者が居住する借家・借間に対する支給額  

（1）月額23．000円以下の家賃を支払っている研究者  

家賃額－12，000円（100円未満切捨）  

（2）月額23，000円を超え、55，000円未満の家賃を支払っている研究者  

（家賃額－23，000円）×1／2＋11．000円（100円未満切捨）  

（3）月魚55，000円以上の家賃を支払っている研究者  

27，000円  

2 配偶者等の居住する借家・借間に対する支給額  

単身赴任の研究者で、配偶者が居住するための住宅を借り受け、現に当該住宅に配偶者が   

居住し、月額12．000円を超える家賃を支払っている研究者の場合「1 研究者が居住   

する借家・借間に対する支総額」により算出される輯の2分の1の額（百円未満切捨）とす   

る。  

3 研究者自らが所有権を有する住宅に対する支給額  

研究者が、自らの所有する住宅（これに準ずる住宅を含む。）に世帯主として居住する場   

合、当該研究者（これに準ずる者を含む。）により当該住宅が新築又は購入された日から起   

算して5年間に限り2，500円とする。  
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扶 養 手 当 の 支 給 額 等  

扶養親族のある研究者に支給される手当とする。  

1 扶養親族の要件  

次に掲げる看で、他に生計の途が無く、主として研究者の扶養を受けている者。なお、配   

偶者以外の扶養親族は重度心身障害者を除き、血族又は法定血族に限る。  

（1）配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下同じ。）  

（2）清22歳に達する日以後の最初の3月31日までの間にある子及び孫  

（3）満60歳以上の父母及び祖父母  

（4）満22歳に達する日以後の最初の3月31日までの間にある弟妹  

（5）重度心身障害者  

ただし、次の者は扶養親族とすることができない。   

①研究者の配偶者、兄弟姉妹等が受ける扶養手当又は民間事業所その他のこれに相当する手  

当の支給の基礎となっている者   

②年額130万円以上の恒常的な所得があると見込まれる者  

2 支給額  

（1）上記1（1）の配偶者  ：月額13．000円  

（2）上記1（2）から（5）の扶養親族  ：月額 6．500円  

ただし、研究者に配偶者がない鳩舎の支給療については、  

そのうち一人につき  ：月額11，000円  

（3）清15歳に達する日後の最初の4月1日から満22歳に達する日以後の最初の3月31  

日までの間（以下「特定期間」という。）にある子がいる場合の支給額は、2（2）の規  

定に かかわらず、5．000円に特定期間にある当該扶養親族たる子の数を乗じて得た  

額を2（2）の規定による頼に加算した額とする。  
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地 域 手 当 の 支 給 額 等  

当該地域における民間の賃金水準を基礎とし、当該地域における物価等を考慮して下記に定  

める地域に在勤する研究者に支給される手当とする。   

1 地域手当の月額は、非常勤職員手当及び扶養手当の月額の合計額に、次に定める支給地域   

別支給割合を乗じ得た額とする。  

2 支給地域別支給割合  

支 給 割 合   支  給  地  域 等   

百分の十四■五  東京都のうち   特別区   

百分の十ニ   東京都のうち  八王子市 立川市 武蔵野市 府中市 調布市 町  

田市 国分寺市 国立市 狛江市 多摩市 稲城市  

西東京市  

神奈川県のうち 横浜市 川崎市 鎌倉市  

愛知県のうち  名古屋市  

大阪府のうち  大阪市 吹田市 高槻市 守口市 箕面市  

兵庫県のうち  西宮市 芦屋市 宝塚市   

百分の十－   大阪府のうち  寝屋川市   

百分の十   東京都のうち  三鷹市  

神奈川県のうち 横須賀市  

京都府のうち  京都市  

大阪府のうち  堺市 豊中市 池田市 牧方市 茨木市 八尾市  

東大阪市  

兵庫県のうち  神戸市 尼崎市  

総務省関東総合通信局電波管監理部   

百分の八・五  埼玉県のうち  さいたま市  

大阪府のうち  高石市   

百分の八   千葉県のうち  千葉市  

福岡県のうち  福岡市   

百分の七・五  埼玉県のうち   和光市  

東京都のうち  福生市 清瀬市  

神奈川県のうち 厚木市  

大阪府のうち   門真市   

百分の六・五  茨城県のうち   取手市 つくば市  

埼玉県のうち   志木市   
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千葉県のうち  船橋市 成田市 浦安市 印西市  

東京都のうち  昭島市 小平市 日野市  

神奈川県のうち 海老名市   

百分の六   神奈川県のうち 三浦部葉山町  

大阪府のうち  岸和田市 泉大津市 具塚市 泉佐野市 富田林市  

和泉市  

兵庫県のうち  伊丹市   

百分の五・五  千葉県のうち   市川市 松戸市 四街道市  

東京都のうち  青梅市 東村山市 あきる野市  

神奈川県のうち 藤沢市 茅ヶ崎市 相模原市 大和市  

滋賀県のうち  大津市  

奈良県のうち  奈良市 大和郡山市  

広島県のうち  広島市   

百分の五   宮城県のうち  仙台市  

埼玉県のうち  川越市 川口市 所沢市 越谷市 戸田市 朝霞市  

千葉県のうち  柏市  

神奈川県のうち 平塚市  

静岡県のうち  静岡市  

京都府のうち  宇治市  

大阪府のうち  羽曳野市   

百分の四・五  茨城県のうち   水戸市 土浦市 守谷市  

埼玉県のうち  ♯ケ島市  

千葉県のうち  富津市 袖ヶ浦市  

愛知県のうち  刈谷市 豊田市 豊明市  

三重県のうち  鈴鹿市  

滋賀県のうち  草津市  

奈良県のうち  天理市   

百分の三   北海道のうち  札幌市  

埼玉県のうち  草加市  

東京都のうち  武蔵村山市  

神奈川県のうち 小田原市 三浦市 く総務省関東総合通信局電波監理  

部の所在する地域を除く。）  

愛知県のうち  岡崎市  

京都府のうち  向日市  

大阪府のうち  柏原市  

兵庫県のうち  姫路市 明石市  

和歌山県のうち 和歌山市  

岡山県のうち  岡山市  

福岡県のうち  北九州市  

長崎県のうち  長崎市  



茨城県のうち  

栃木県のうち  

埼玉県のうち  

千葉県のうち  

神奈川県のうち  

山梨県のうち  

静岡県のうち  

愛知県のうち  

三重県のうち  

滋賀県のうち  

京都府のうち  

大阪府のうち  

兵庫県のうち  

奈良県のうち  

日立市 古河市 牛久市 ひたちなか市  

宇都宮市  

行田市 飯能市 加須市 東松山市 入間市 三郷  

市  

茂原市 佐倉市 市原市 白井市  

秦野市  

甲府市  

沼津市 御殿場市  

瀬戸市 碧南市 西尾市 大府市 知多市  

津市 四日市市  

守山市 栗東市  

亀岡市 京田辺市  

河内長野市 藤井寺市  

三田市  

大和高田市 橿原市  

百分のニー五  

宮城県のうち  

茨城県のうち  

栃木県のうち  

群馬県のうち  

埼玉県のうち  

多取市 多賀城市  

龍ヶ崎市 筑西市  

鹿沼市 小山市 大田原市  

前橋市 高崎市 太田市  

熊谷市 春日部市 鴻巣市 上尾市 久喜市 坂戸  

市 比企郡のうち鳩山町 北埼玉都のうち北川辺町  

北葛飾都のうち栗橋町及び杉戸町  

野田市 東金市 流山市 八街市 印旛郡のうち酒  

々井町及び栄町  

富山市  

金沢市  

福井市  

長野市 松本市 諏訪市  

岐阜市 大壇市 多治見市 美濃加茂市  

浜松市 三島市 富士宮市 富士市 磐田市 焼津  

市 掛川市 袋井市  

豊橋市 一宮市 半田市 春日井市 津島市 安城  

市 犬山市 江南市 小牧市 稲沢市 東海市 知  

立市 愛酉市 弥富市 西春日井郡のうち豊山町  

西加茂郡三好町  

桑名市 名張市 伊賀市  

彦根市 長浜市  

相楽のうち木津町  

泉南市 四筏畷市 交野市 阪南市 泉南都のうち  

熊取町及び田尻町 南河内郡のうち太子町  

加古川市 三木市  

桜井市 香芝市 宇陀市 生駒郡のうち斑鳩町 北  

葛飾郡のうち王寺町  

橋本市  

廿日市市 安芸都のうち海田町及び坂町  

千葉県のうち  

富山県のうち  

石川県のうち  

福井県のうち  

長野県のうち  

岐阜県のうち  

静岡県のうち  

愛知県のうち  

三重県のうち 滋賀県のうち  
京都府のうち 大阪府のうち  

兵庫県のうち  

奈良県のうち  

和歌山県のうち  

広島県のうち  
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※この表の支給地域等欄に掲げる名称は、平成18年4月1日においてそれらの名称を有す  

る市、町または特別区の同日における区域によって示された地域を示し、その後におけるそ  

れらの名称の変更またはそれらの名称を有するものの区域の変更によって影響されるもので  

はない。   



旅 費 に 係 る 単 価 表   

（国内旅費）   

1．鉄道賓、船賃、航空賃等の計算方法は、時刻表を参考に計算してください。   

2．日当及び宿泊料  〈単位‥円）  

宿 泊 料  
職  名   日 当  国家公務員の場合の該当▲号俸  

甲 地  乙 地   

教授又は相当者   3．000  14．800  13．300  指定職のみ（原則使用しない）   

医（－）   3級 1号俸以上  

教授、准教授   2．600  13．100  11．800           研  5級 1号俸以上   

医（－）  2級  
1級13号俸以上  

講師、助手、技師又は   研  4級、3級   
相当者  2．200  10，900  9．800  2級25号俸以上   

医（－）   1級12号俸以下  

研  2級24号俸以下  
上記以外の者   1．700  8．700  7，800  1級   

注）1．私立大学及びその他の施設にあっては、この表の額を超えないようにしてください。  
2．表中の甲地とは、次の地域をいい、乙地（車中泊を含む）とは、甲地以外の地域をい  
う。  

a 埼 玉 県  
b 千 葉 県  
c 東 京 都  
d 神奈川県  
○ 愛 知 県  
f 京 都 府  
g 大 阪 府  
h 兵 庫 県  
l 広 島 県  
j 福 岡 県  

さいたま市  
千葉市  
特別区（23区）  
横浜市、川崎市  
名古屋市  

京都市  
大阪市、堺市  
神戸市  

広島市  
福岡市  
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（外国旅費）   

1 鉄道賃、船賃、航空賃等の計算方法は、時刻表を参考に計算してください。  

2 日当及び宿泊料  （単位：円）  

日 当 及 び 宿 泊 料  
職  名  国家公務員の場合の該当■号俸  

烏麦萄市  甲地方  乙地方  丙地方   

教授又は相当者  日当  

宿泊＃   

日当  3級 1号俸以上  
教授、准教授  

宿泊＃   5級 1号俸以上   

医（－）  2級  
日当  1級13号俸以上  

講師、助手、技  
師又は相当者   宿泊料   4級、3級  

2級25号俸以上   

医（－）   1級12号俸以下  
日当  

上官己以外の者  研  2故24号俸以下  
宿泊料   1敢   

注）指定都市、甲地方、乙地方及び丙地方の範囲については、国家公務員等の旅費に関する   
法律に準ずる。  
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（付）研究計画書の様式及び記入例  

※研究計画書様式については、「厚生労働科学研究費補助金取扱細則」において規定されており、  

平成21年度分の補助金に係るものについては、追って取扱細則を改正の上、官報において告示  

することとしておりますが、現在のところ下記のような様式とする予定です。  
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様式A（1）  

平成  年度厚生労働科学研究費補助金（  研究事業）研究計画書（新規申請用）  

平成  年  月  日  

厚生労働大臣  
（国立がんセンター総長）  

（国立精神・神経センター総長）  

（国立医薬品食品衛生研究所長）  

（国立保健医療科学院長）  

殿  

住  所  
フリカ～ナ  

申請者 氏  名   

丁  

月  日生  生年月日 19＿年  

研究事業）を実施したいので  平成  年度厚生労働科学研究費補助金（   

次のとおり研究計画書を提出する。  

1．研究課題名（公募番号）  

円也（間接経費は含まない）  

日から平成  年  月  日  

2．当該年度の計画経費  ：金  

3．当該年度の研究事業予定期間 ：平成  年  月  

（＿＿コ‾牢喜十両万丁年百  

4．申請者及び経理事務担当者  

①所属研究機関  

②所 属 部 局  

③職  名  

④所属研究機関  

申 請 者  
所在地      T  

連 絡 先  Tel：  Fax：  

E－Mail：  

⑤最終卒業校  （診学  位  

⑦卒 業 年 次  ⑧専攻科目  

（フリカ‘ナ）  

⑨氏   名  

経理事務          ⑩連絡先・  

担 当 者  Tel：  Fax：  

E－Mail：  

所属部局・  

課 
名   
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⑪ 
t  

⑫事務委任  ⑬coI（利益相反）  
有 忽  有    鹿  有 匁   

室  の有無  委員会の有無  

⑮間接経費の  
駄。Ⅰ委員会への申出の有ハ≒  要（ 千円、計画経費の％ト否 

要  否  
∈   

5．研究組織情報一  

①研究者名②志望芸告   ③最終卒業校・ 卒業年次・学位  
及び専攻科冒   （千円）  

巨  
【  

l  H  【 【  
F F  】  【  

【  

【 巨  

i   

王  

；   1  

6．政府研究開発データベース   
研究者ID及びエフォート  

研 究 者 名  性  別  生 年 月 日  研究者1D（8桁）  エフォー ト（％）   

研究分野及び研究区分  

コード番号  重点研究分野  研 究 区 分   

研究主分野  
研究副分野1  
研究副分野2  
研究副分野3  

研究キーワード  
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研究開発の性格  

基礎研究  

7．研究の概要  

8．研究の目的、必要性及び特色・独創的な点  
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9．期待される成果  

10．研究計画・方法  

（1）研究目的を達成するための具体的な研究計画及び方法を1，600字以内で記入すること。  
（2）研究計画を遂行するための研究体制について、研究代表者、 光 一 及  究協力者の具体   
的な役割を明確にすること。  
（3）複数年度にわたる研究の場合には、研究全体の計画と年次計画との関係がわかるように記入す   

ること．二  

（4）本研究を実施するために使用する研究施設・研究資料・研究フィールドの確保等、現在の研究   
環境の状況を踏まえて記入すること。  

（5）臨床・疫学研究においては、基本デザイン、目標症例・試料数及び評価方法等を明確に記入す   
ること。  
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11．倫理面への配慮  

・研究対象者に対する人権擁護上の配慮、不利益・危険性の排除や説明と同意（インフォームド・コ  

ンセント）への対応状況及び実験動物に対する動物愛護上の配慮等を記入すること。  

遵守すべき研究に関係する指針等  
（研究の内容に照らし、遵守しなければならない指針等については、該当する指針等の「□」の枠  
内に「O」を記入すること（複数の指針等が該当する場合は、それぞれの枠内に「O」を記入する  
こと。））。  

［コヒトゲノム・遺伝子晰研壷に関する倫理指針 ［コ疫学研究に関する倫理指針  

［コ遺伝子治療臨床研究に関する指針［コ臨床研究に関する倫理指針  

ヒト幹細胞を用いる臨床研究に関する指針   

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験等の実施に関する基本指針  

その他の指針等（指針等の名称：  

有・無・その他（  ）  疫学・生物統計学の専門家の関与の有無  

有・無・その他（  ）  臨 床 研 究 登 録 予 定 の 有 無  
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12．申請者の研究歴等  

13．厚生労働科学研究費補助金の各研究推進事業に推薦する予定の研究者  
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1 

（  
（単位‥千円）  

内  訳  

年  度  研究経費  
！ 謝 金  旅 費  備品費  消寿毛品費  倍槻び桝  貸 金  その他  委託費   

平成  年度   

平成  年度  

平成 年度   

合計  

（2）備品の内訳（50万円以上の備品については、原則として貸借によること）  

ァ．借料及び損料によるもの（賃借による備品についてのみ記入すること）  

年  度   備  名   貸借の経費 （単位：千円）   数 量   

平成  年度   

平成  年度  

㌦一－－－■◆＝－一－▲一－一一“【1－－▼■一一一■▲一一－－W－■・－－－－－■■1▲一一▲－一一、－－一岬伸一■・■・・－－■一岬－▼・一一一－■・・■－■川－■－▲▲■川  w ▲一▲＝－－一－■一一－▼－－－－▼■・－－一▲一一－－－－－ 一一一一一一－▲－■・－一－■・■・－・一－－一‾  

平成  年度   

ィ．備品費によるもの（50万円以上の備品であって、貸借によらないもののみ記入すること0）  

年  度   備  品  名   単  価 （単位：千円）   数 量   

平成年度  

平成年度  

■一一一－一一・▲■m－▼■一■■一一一－・▼－■－－－一一一■一－■■・一－・・－一一・－－▼■－・一－▲■▲－r■－－－－－一－－h▲＼一■■■■・－・－－▲一－一・■■■▲▲▲  

平成年度  

l   
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（3）委託費の内訳  （単位：千円）  

15．他の研究事業等への申請状況 （当該年度）  （単位：千円）  

新規・継続  研究事業名   研 究 課 題 名  代表・分担等   補助要求額  所管省庁等  エフォート（％）  

16．研究費補助を受けた過去の実績（過去3年間）  （単位：千円）  

17．補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第18条第1項の   
規定により補助金等の返還を命じられた過去の事業  （単位：円）  

年  度  研究事業名  ≠研究課題名  補助額  返還額・  還  理  由  所管省庁等  
返還年度   

L  
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作成上の留意事項  

1・本研究計画書は、申請課題の採択の可否等を決定するための評価に使用されるものである。  

2・宛先の欄には、厚生労働科学研究費補助金取扱規程（平成10年厚生省告示第130号。以下「規軌と   
いうc）第3条第1項の表第10号の右欄に掲げる一般公募型並びに同表第11号の右欄に掲げる一般公募  
型及び若手育成型については国立がんセンター総長、同表第20号の右欄に掲げる一般公募型及び若手育成  
型については国立精神・神経センター総長、同表第26号の右欄に掲げる一般公募型については国立医薬品  
食品衛生研究所長、同表第27号の右欄に掲げる一般公募型及び若手育成型については国立保健医療科学院   
長を記載する。   

3．「申請者」について  

（1）氏名は、自署又は記名押印で記入すること。ただし、法人にあっては記名押印とすること。  

（2）住所は、申請者の現住所を記入すること。  

4．「1．研究課題名（公募番号）」について  
（1）研究  の目的と成果が分かる  課題名にす  ること。  

で定める公募課題番号を記入すること。  

5．「2．当該年度の計画経費」について  
・当該事業年度（1会計年度）の研究の実施に必要な計画経費を記入すること。  

6．「3．当該年度の研究事業予定期間」について  
・当該事業年度中の研究事業予定期間を記入すること。複数年度にわたる研究  の場合は  研究期間は  原則  

を限度と  として3   にわたる研究  については  

7．「4．申請者及び経理事務担当者」について  
（1）①及び②は、申請者が勤務する研究機関及び部局の正式名称を記入すること。  
（2）⑧は、申請者が専攻した科目のうち当該研究事業に関係あるものについて記入すること。  
（3）⑨の経理事務担当者には、当該研究に係る経理及び連絡等の事務的処理を担当する経理事務に卓越した   
同一所属機関内の者を置くこと。  

（事務の委任は必ずするこ  
ととし  ができない場・合は   しないので留意  己いこと。  

関での設置の有無を記載する  
こと。  

（7）⑭は、COI委員会へのCOI管理の申出の有無を記載すること。  
（8）⑮は、間接経費の要否を記載すること。   

8．「5．研究組織情報」について  
・申請者（研究代表者）及び研究分担者（研究代表者と研究項目を分担して研究を実施する者をいう。）  
について記入すること（研究協力者（研究代表者の研究計画の遂行に協力する者（研究分担者を除く。）を い  
う。）については記入する必要はない。）。  

9．「6．政府研究開発データベース」について  
（1）研究代表者及び研究分担者の、性別、生年月日及び府省共通研究開発管理システム（e－Rad）もしくは   
文部科学省の科学研究費補助金制度により付与された研究者ID（8桁の番号）を記入すること。  
また、当該研究代表者及び研究分担者ごとに、当該研究の実施に必要とする時間が年間の全勤務時間   
（正規の勤務時間以外の勤務時間を含む。）に占める割合を百分率で表した数値（1未満の端数があると   
きは、これを四捨五入して待た数値）を、エフォート（％）欄に記入すること。  
なお、当該研究についての各研究者の分担割合を記入するものではないので留意すること。  

（2）研究分野及び研究区分の真の研究主分野については別表第1「研究分野コード表」から当該研究の主要   
な部分の属する研究分野及び研究区分を選択して研究区分番号とともに記入し、研究副分野については、   
当該研究に関連する分野（最大3つ）を同様に選択して記入すること。  
（3）研究キーワードについては、当該研究の内容に応じ、別表第2「研究キーワード候補リスト」から適切   
な研究キーワード（最大5つ）を選択してコード番号とともに記入すること。同様に該当するものがない   
場合は30字以内で独自の研究キーワードを記入すること。  
（4）研究開発の性格については、基礎研究、応用研究又は開発研究のいずれかに「O」を付すこと。  

10．「7．研究の概要」について  
（1）「8・研究の目的、必要性及び特色・独創的な点」から「11・倫理面への配慮」までの要旨をユ」且  
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00字以内で簡潔に記入すること。  
（2 、年 にわたる研究の場合には、研究全体の計画と当該事業年度の計画との関係が分かるようiこ記入   
すること。  
（3）研究の目的、方法及び期待される効果の流れ図を記入又は添付すること。   

11．「8．研究の目的、必要性及び特色・独創的な点」について  
（1）研究の目的、必要性及び特色。独創的な点については、適宜文献を引用しつつ、1，000字以内で具  
体的かつ明確に記入すること  
（2）当該研究計画に関して現在までに行った研究等、研究の最終的な目標を達成するのに必要な他の研究計   
画と、当該研究計画の関係を明確iこすること。  
（3）研究期間内に何をどこまで明らかにするかを明確にすること。  
（4）当該研究の特色・独創的な点については、国内・国外の他の研究でどこまで明らかになっており、どの   
ような部分が残されているのかを踏まえて記入すること。   

12．「9．期待される成果」について  
（1）期待される成果については、厚生労働行政の課題との関連性を中心に600字以内で記入すること。  
（2）当該研究によって直接得られる研究成果だけでなく、間接的に期待されるむ会、果（行政及び社会へ   
の貢献、国民の保健・医療・福祉の向上等）について記入すること。   

13．「10．研究計画・方法」について  
（1）研究目的を達成するための具体的な研究計画及び方法を1，600字以内で記入すること。  
（2）研究計画を遂行するための研究体制について、研究代表、 冗分担 及び研究協力者の具体的な役割   
を明確にすること。  
（3）複数年度にわたる研究の場合には、研究全体の計画と年次計画との関係がわかるように記入すること。  
（4）本研究を実施するために使用する研究施設・研究資料・研究フィールドの確保等、現在の研究環境の状   
況を踏まえて記入すること。  
（5）臨床・疫学研究においては、基本デザイン、目標症例・試料数及び評価方法等を明確に記入すること。  

（2 耕 究者の所属機関内の倫理委員会等に  
おいて倫理面からの審査を受けた場合には、審査内容を必ず添付すること。  
（3）研究の内容に照らし、遵守しなければならない研究に関係する指針等については、該当する指針等の  
「□」の枠内に「O」を記入すること（複数の指針等が該当する場合は、それぞれの枠内に「O」を記  
入すること。）。  
（4）「疫学・生物統計学の専門家の関与の有無」欄及び「臨床研究登録予定の有無」欄は、「有」又は「無」   
のいずれか該当するものを「O」で囲むこと。ただし、当該研究の内容に関係がない場合は、「その他」   
を「O」で囲むこと。  

15．「12．申請者の研究歴等」について  
（1）申請者の研究歴について、過去に所属した研究機関名、主な共同研究者（又は指導を受けた研究者）、   
主な研究課題、これまでの研究実績（論文の本数、受賞数、特許権等知的財産権の取得数、研究課題の実   
施を通じた政策提言）等について記入すること。なお、論文については査読があるものに限る。  
（2）発表業績等には、研究代表者及び研究分担者ごとに、それぞれ学術誌等に発表した論文・著書のうち、  
主なもの（過去3年  を選択し、直近年度から順に記入すること。また、この研究に直接  

「O」を付すこと  さらに、本研究に直  については  
に ついては査読があるものに限る  文   

16．「13．厚生労働科学研究費補助金の各研究推進事業に推薦する予定の研究者」について  
・申請者が、厚生労働科学研究費補助金の各研究推進事業に推薦を予定している研究者の人数について記   
入すること。  

52   



17．「14．研究に要する経費」について  
（1）当該研究課題に要する経費を、年度別に記入すること。  
（2）50万円以上の備品については、原則として貸借によること。ただし、研究期間内で賃借をした場合の   
金額と購入した場合の金額を比較して、購入した場合の方が安価な場合は購入しても差し支えない。  
なお、貸借をした場合においても、所有権の移転を伴うものは認めない。  
（3）「（2）備品の内訳」は、当該研究の主要な備品で、50万円以上のものを「ア．借料及び損料によるも   
の」又は「イ．備品費によるもの」に分けて記入すること。  
（4）「ア．借料及び損料によるもの」については、賃借による備品についてのみ記入し、「イ．備品費によ   
るもの」については、賃借によらない備品についてのみ記入すること。   

18．「15．他の研究事業等への申請状況」について  
・当該年度に申請者が、厚生労働省から交付される研究資金（公益法人から配分されるものを含む。） 
、  他府省の研究資金、独立行政法人から交付される研究資金及び公益法人から交付される研究資金等への研   
究費の申請を行おうとしている場合について記入すること。   

19．「16．研究費補助を受けた過去の実績（過去3年間）」について  
・申請者が、過去3年間に厚生労働省から交付される研究資金（公益法人からは配分されるものを含む。）  
、他府省の研究資金、独立行政法人から交付される研究資金及び公益法人から交付される研究資金等を受   
けたことがあれば、直近年度から順に記入すること（事業数が多い場合は、主要事業について記入するこ   
と。）。   

20，「17．補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第18条第1   
項の規定により補助金等の返還が命じられた過去の事業」について  
（1）平成16年度以降に補助金等の返還を命じられたことがあれば、直近年度から順に記入すること。  
（2）返還が研究分担者による場合は、その理由を明確に記載すること。   

21．その他  

（1）手書きの場合は、稗書体で記入すること。  
（2）日本工業規格A列4番の用紙を用いること。各項目の記入量に応じて、適宜、欄を引き伸ばして差し   
支えない。  
（3）申請者が法人である場合は、特段の指示がない限り本様式に準じて作成すること。  
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別表第1  
重点研究分野コード表  
コード  

番号   重点研究分野   研究区分   

101  ライフサイエンス  ゲノム   
102  ライフサイエンス  崖学二 ＿ 
103  ライフサイエンス  了河正三丁花町 脚‾叩‾叫仙‾一輪   
104  ライフサイエン星 

＿   

105  ライフサイエンス  バイオインフォマテイクス   

仙   106  乏∠フサイエ∠三  環襲・生態   

107  ライフサイエフヌ  物質生産  189  ライフサイエンス  共通基礎研究   

199  ライフサイエンス  その他   

ネットワーク   201  情報通信  高速   
2P2  情報通信   セキュリティ   
203  情報通信   竺二ビス・アプリケーション   
204  情報通信   家電ネットワーク   

205  情報通信   高、コンビューテ ング   
206  情報通信  シミュレーション   
207  情報通信   大容量・高速記憶装置   
208  情報通信   入出力 （注）   

理解   
認識・ 209  情報通痘＿＿  意味   

210  情報通信  センサ   
211  情報通信   ヒューマファジ亨＝ヲ言マス評価   

212  鰻重通信   ゾラトウエア   
213  情報通信   デバイス   

共通基礎研究   

士89  蛙報通信    2如  †報通信  その他   

301  環境   地球環境   
う62  環境   地域環境   

303  環境   環境リスク   

304  環境  循環型む会システム   
305  環境   生物多様性   

389  環境   共通基礎研究   
399  環境   その他   

401  ナノテク・材料   ナノ物質・オ料（電子・磁気・光学応用等）   
402  ナノテク・材料  ナノ物 ・材料（構造材料心用等）   

403  ナノテク・材料   ナノ情報デバイス   

404  ナノテク・材料  ナノ医、   
亮0与  土∠ヱク・材料   ナノバイオロジー   

406  ナノテク・材料   ェ茅万軍＝・環境応用   ‾   

407  ナノテク・冴覇∵  表面・界面  
408  ナノテク・戯  蔀測≦起こ盈≡   
409  ナノテク・材料   加工・合成・プロセス   

410  ナノテク・材料  基礎物性   ‾ 

「11  ナノテク二材料   艶・理論・シミてT＝ヲ言フ∵ 
空間創成材料   412  ナノテク・材料  安全   

489  ナノテク・材料   貫遍富礎萌君 ‾‾‾‾‾‾‾   

499  ナノテク・材料   そ珂訂   
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コード  

番号   重点研究分野   研究区分   

化石燃料・加工燃料   501  エネルギー  

502  エネルギー  、子カニネルギー   
503  云ネルギー   自然エネルギー   

504  エネルギー  省エネルギー・エ〇レギ一利用技術   
505  エネルギー   環塵に対する負荷の軽減   
506  ェネルギ＝   国際社会への協力と貢献   

589  エネルギー   共通基礎研究   

599  エネルギー  その他   
601  ものづくり   高精度技術   

602  ものづくり■   精密部品躯王   
603  ものづくり   高付加価値極限技術（マイクロマシン等）   

604  ものづくり   環境負荷最小ヒ   
605  ものづくり   品質管理・製造現場安全確保   

606  ものづくり   先進的ものづくり   

607  ものづくり   医療・福祉機器   

608  ものづくり   アセンブリープロセス   

609  ものづくり   システム   

689  ものづくり   共通基礎研究   
699  ものづくり   その他   

701  社会基盤   

異常自然現象発生メカニズムの研究と予測技乱＿＿  702  社会基盤  災害被室最d」ヒ応用塵術研究  〒石3  社会基盤  超高度防災支援システム   

704  社会基盤   事故対策技術   

705  社会基盤   社会 盤の劣化対策   
706  社会基盤   有害危険・危倶物質等安全対策   

721  社会基盤   自然と共生した美しい生活空間の再構築   
722  社会基盤   広域地域研究   

723  社会基盤   

724  社会基盤   

725  社会基盤  バリアフリー   
726  社会基盤   土ニパーサルデザイン化   

789  社会基盤   共通基礎研究   

799  社会基盤   その他   

801  フロンティア  宇宙 科学（天文を含む）   
802  フロンティア   宇宙開発利用   

821  フロンティア   海洋科学   

822  フロンティア   海洋開発   

889  フロンティア  共通基 研究   
899  フロンティア   その他   

900  人文・社会  

1000  自然科学一般  
江 研  区分番号208の入出力とは、情報通信システムの入出力を容易   
にする技術をいう。ただし、研究区分番号209から211までに該当  
するものを除く。  
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別表第2  

研究キーワード候補リスト  
コーヾ  u  

番号   
研究キーワード   

6  遺伝子   

2  ゲノム   

3  蛋白質   

4  糖   

D  脂質   

6  核酸   

7  細胞・組織   

8  生体分子   

9  生体機能利用   

10  発生・分化   

四  脳・神経   

12  動物   

13  植物   

14  微生物   

15  ウイルス   

16  行動学   

17  進化   

18  情報工学   

19  プロテオーム   

20  トランスレーショナルリサーチ   

21  移植・再生医療   

22  医療一福祉   

23  再生医学   

24  食品   

25  農林水産物   

26  組換え食品   

27  バイオテクノロジー   

28  認知症   

29  癌   

30  糖尿病   

31  循環器・高血圧   

32  アレルギー・ぜんそく   

33  感染症   

34  脳神経疾患   

35  老化   

36  薬剤反応性   

37  バイオ関連機器   

38  フォトニックネットワーク   

39  先端的通信   

40  有線アクセス   

41  インターネット高度化   

42  移動体通信   

43  衛星利用ネットワーク   
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コード  

番号   
研究キーワード   

44  暗号・認証等   

45  セキュア・ネットワーク   

46  高信頼性ネットワーク   

47  著作権・コンテンツ保護   
48  ハイパフォーマンス・コンピューティング   

49  ディベンダブル・コンピューティング   

50  アルゴリズム   

51  モデル化   

52  可視化   

53  解析・評価   

54  記憶方式   

55  データストレージ   

56  大規模ファイルシステム   

57  マルチモーダルインターフェース   

58  画像・文章・音声等認識   
59  多言語処理   

60  自動タブ付け   

61  バーチャルリアリティ   

62  エージェント   

63  スマートセンサ情報システム   

64  ソフトウエア開発効率化・安定化   
65  ディレクトリ・情報検索   
66  コンテンツ・アーカイブ   
67  システムオンチップ   

68  デバイス設計・製造プロセス   

69  高密度実装   

70  先端機能デバイス   

71  低消費電力・高エネルギー密度   
72  ディスプレイ   

73  リモートセンシング   

74  モニタリング（リモートセンシング以外）   

75  大気現象   

76  気候変動   

77  水圏現象   

78  土壌圏現象   

79  生物圏現象   

80  環境質定量化・予測   

81  環境変動   

82  有害化学物質   

83  廃棄物処理   

84  廃棄物再資源化   

85  大気汚染防止・浄化   
86  水質汚濁・土壌汚染防止・浄化   
87  環境分析   

88  公害防止・対策   
89  生態系修復・整備   

90  環境調和型農林水産   

91  環境調和型都市基盤整備・建築   
92  自然共生   

93  政策研究   

94  磁気記録   

一
機
 
 
 



コード  
研究キけワード   

番号  
95  半導体超微細化   

96  超高速情報処理   

97  原子分子処理   

98  走査プローブ顕微鏡（ST軋AFM、STS、SNO軋 他）   
99  量子ドット   

100  量子細線   

101  量子井戸   

102  超格子   

103  分子機械   

104  ナノマシン   

105  トンネル現象   

106  量子コンピュータ   

107  DNAコンピュータ   

108  スピンエレクトロニクス   

109  強相関エレクトロニクス   
110  ナノチューブ・フラーレン   

111  量子閉じ込め   

112  自己組織化   

113  分子認識   

114  少数電子素子   

115  高性能レーザー   

116  超伝導材料・素子   

117  高効率太陽光発電材料・素子   
118  量子ビーム   

119  光スイッチ   

120  フォトニック結晶   

121  微小共振器   

122  テラヘルツ／赤外材料一素子   

123  ナノコンタクト   

124  超分子化学   

125  MBE、エビタキシヤル   
126  1分子計測（SMD）   
127  光ピンセット   

128  （分子）モーター   

129  酵素反応   

130  共焦点顕微鏡   

131  電子顕微鏡   

132  超薄膜   

133  エネルギー全般   

134  再生可能エネルギー   

135  原子力エネルギー   

136  太陽電池   

137  太陽光発電   

138  風力   

139  地熱   

140  廃熱利用   

141  コージェネレーション   

142  メタンハイドレート   

i43  バイオマス   

144  天然ガス   

145  省エネルギー   
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コード  
研究キーワード   

番号  
146  新エネルギー   

147  エネルギー効率化   

148  二酸化炭素排出削減   

149  地球温暖化ガス排出削減   
150  燃料電池   

151  水素   

152  電気自動車   

153  LNG車   

154  ハイブリッド車   

155  超精密計測   

156  光源技術   

157  精密研磨   

158  プラズマ加工   

159  マイクロマシン   

160  精密部品加工   

161  高速プロトタイピング   

162  超精密金型転写   

163  射出成型   

164  高速組立成型   

165  高速伝送回路設計   

166  微細接続   

168  ヒューマンセンタード生産   
169  複数企業共同生産システム   
170  品質管理システム   

171  低エントロピー化指向製造システム   

172  地球変動予測   

173  地震   

174  火山   

175  津波   

176  土砂災害   

177  集中豪雨   

178  高潮   

179  洪水   

180  火災   

181  自然災害   

182  自然現象観測・予測   

183  耐震   

184  制震   

185  免震   

186  防災   

187  防災ロボット   

188  減災   

189  復旧・復興   

190  救命   
191  消防   

192  海上安全   

193  非常時通信   

194  危機管理   

195  リアルタイムマネージメント   

196  国土開発   

197  国土整備   
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コード  

番号   
研究キーワード   

198  国土保全   

199  広域地域   

200  生活空間   

201  都市整備   

202  過密都市   

203  水資源   

204  水循環   

205  流域圏   

206  水管理   

207  淡水製造   

208  渇水   

209  延命化   

210  長寿命化   

211  コスト縮減   

212  環境対応   

213  建設機械   

214  建設マネージメント   

215  国際協力   

216  国際貢献   

217  地理情報システム（GIS）   

218  交通事故   

219  物流   

220  次世代交通システム   

221  高度道路交通システム（ITS）   
222  走行支援道路システム（AHS）   
223  交通需要マネージメント   
224  バリアフリー   
225  ユニバーサルデザイン   

226  輸送機器   

227  電子航法   

228  管制   

229  ロケット   

230  人工衛星   

231  再使用型輸送系   

232  宇宙インフラ   

233  宇宙環境利用   

234  衛星通信・放送   

235  衛星測位   

236  国際宇宙ステーション（ISS）   

237  地球観測   

238  惑星探査   

239  天文   

240  宇宙科学   

241  上空利用   

242  海洋科学   

243  海洋開発   

244  海洋微生物   

245  海洋探査   

246  海洋利用   

247  海洋保全   

248  海洋資源   
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コード  

番号   
研究キーワード   

249  深海環境   

250  海洋生態   

251  大陸棚   

252  極地   

253  哲学   

254  心理学   

255  社会学   

256  教育学   

257  文化人類学   

258  史学   

259  文学   

260  法学   

261  経済学  



（記入例）  

様式A（1） 

平成 21  年度厚生労働科学研究費補助金（0000研究事業）研究計画書（新規申請用）  

平成20年00月00日  

住  所 〒100－0000  東京都00区章町100  
フリカ、、ナ ヤマタく タロウ  

申請者 氏  名 山田  太郎  
生年月日  1950年 1  月 1日生  

度厚生労働科学研究費補助金（0000000  0000研究事業）を実施したいので  

次のとお  り研究計画書を提出する。  

1．研究課題名（公募番号）  ○  1OOOOOOOOOOOOO 0000（101  10101）  

2．当該年度の計画経費  ：金 60  円也（間接経費は含まない）  000，000  

3．当該年度の研究事業予定期間  成  年  日から平成  年  月  

（且）＿年計画の1  

4．申請者及び経理事務担当者  

〒100－0000東京都00区幸町200  

Tel：03－3333－1111 Fax：03－3333－3333  

国立厚生労働センター会計課  
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（記入例）  

5．研究組織情報  

（∋研究者名  ②分 担 す る  ③最終卒業校・  ④所属研究機関  （参所属研究  ⑥研究費配分  
研 究 項 目  卒業年次・学位  及び現在の専門  機関にお  予 定 額  

及び専攻科目  （研究実施場所）   ける職名   （千円）   

山田太郎  50，000  

昭和48年卒、医学  長  

博士、00科  （臨床研究部）  

鈴木花子   10，000  

制の整備   昭和61年卒、医学  

士、00科   

6．政府研究開発データベース   

研究者ID及び羊フォート  

研 究 者 名  性  別  生 年 月 日  研究者ID（8桁）  エフォート（％）   

山田 太郎   男   19500101   12300001   20％   

鈴木 花子   女   19551005   23400002   15％   

研究分野及び研究区分  

コード番号  重点研究分野  研 究 区 分   

研究主分野   101   ライフサイエンス  ゲノム   

研究副分野1   102   ライフサイエンス  医療・医学   

研究副分野2   104   ライフサイエンス  歯科学   

研究副分野3   105   ライフサイエンス  ヾイオインファマテイクス   
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（記入例）  

研究開発の性格  

7．研究の概要  

8．研究の目的、必要性及び特色・独創的な点  
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（記入例）  

9．期待される成果  

10．研究計画・方法  

（1）研究目的を達成するための具体的な研究計画及び方法を  
（2）研究計画を遂行するための研究体制について、研究代表者   
的な役割を明確にすること。  

（3）複数年度にわたる研究の場合には、研究全体の計画と年次計画との関係がわかるように記入す   
ること。  
（4）本研究を実施するために使用する研究施設・研究資料・研究フィールドの確保等、現在の研究   
環境の状況を踏まえて記入すること。  

（5）臨床・疫学研究においては、基本デザイン、目標症例・試料数及び評価方法等を明確に記入す   
ること。  
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（記入例）  

11．倫理面への配慮  
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（記入例）  

12．申請者の研究歴等  

申請者の研究歴：   

過去に所属した研究機関の履歴、主な共同研究者（又は指導を受けた研究者）、主な研究課題、こ  
れまでの研究実績、受賞数、特許権等知的財産権の取得数、研究課題の実施を通じた政策提言数（寄  
与した指針又はガイドライン等））  

発表業横等：   

著者氏名・発表論文名・学協会誌名・発表年（西暦）・巻号（最初と最後のページ）、特許権等知  
的財産権の取得及び申請状況、研究課題の実施を通じた政策提言（寄与した指針又はガイドライン等）   
（発表業績等には、研究代表者及び研究分担者ごとに、それぞれ学術雑誌等に発表した論文・著書  
のうち、主なもの（過去3年間）を選択し、直近年度から順に記入すること。また、この研究に直接  
関連した論文・著書については、著者氏名の名前に「O」を付すこと。）  

13．厚生労働科学研究費補助金の各研究推進事業に推薦する予定の研究者  
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（記入例）  

14．研究に要する経費  
（1）各年度別経費内訳  （単位：千円）  

‡  内  訳  

年  度   

謝金書旅費ぎ備品費  n    消宗毛品費  御鮒酢  賃 金  その他  委託費至   

平成21年度  H i   旨  
H 円  ‖  ‾－ⅦW－一】 妻  

－1 H  
萱 平成22年度  l  

、…       ほ  
【‾仙j  

i平成23年度  

憂  合 計  F  E  

i  H   

（2）備品の内訳（50万円以上の備品については、原則として賃借によること）   

ア．借料及び損料によるもの（賃借による備品についてのみ記入すること）  

劇■旺■■Ⅶ    ■－■   

イ．備品費によるもの（50万円以上の備品であって、貸借によらないもののみ記入すること。）  

年  度   備  名   単  価 （単位：千円）   数 量   

平成21年度  

平成22年度  

平成23年度  
l  
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（記入例）  

（3）委託費の内訳  （単位：千円）  

年  度   委 託 内 容   委  託  先   委 託 費   

平成年度  

【平成 年度  

平成年度  

山
一
㌧
．
硝
細
」
■
慣
．
γ
．
t
r
 
J
旺
’
J
．
 
 
 

15．他の研究事業等への申請状況（当該年度）  （単位：千円）  

新規・継続  研究事業名  研 究 課 題 名        代表・分担等          補助要求額       所管省庁等  エフォート（％）   

新規   00研究費  00に関する研究  代表  12，000       文部科学省  20％  

16．研究費補助を受けた過去の実績（過去3年間）  （単位：千円ト  

年  度  研 究  事 業 名  研  究  課  題  名  補 助 額  所管省庁等  

17．補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第18条第1項の   
規定により補助金等の返還を命じられた過去の事業  （単位：円）  

年  度  研究事業名    研究課題名  補助額  返遠額・  還  理  由  所管省庁等  
返還年度   
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（付その2）  

厚生労働科学研究糞補助金への応募に係る   

研究者のe－Radへの入力方法について  

（平成21年3月10日改訂版）  
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事前準億  

■．＿  ■ ＿  －－・－   ●．一一■－－・・－．■■■－■、■ ・■■、、 ■■－■■■■一 ■■■■■■■■■・一  ■ ■・■■■一・■■■■■‾ ■‾ヽ‾ ■‾■■I■■   

e・混乱d∵醜隠宅紹佃鞄   
二∴＿＿＿Tt■■LTニー，▼，  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

● ：e－Rad上で応募を行うためには、  か▼－ム  

鳶職1㌧声わⅥこ策  

サイトマサブ  

空室輿表豊、研究分担巷ともe－Radへの登録が必要です。  
‘∴ －‾－ニ叶⊥：  

′     ・・●・． － ▼ヽノ′  

●  ：（董卓削＝よって「研究者寺号」（8桁数字）を取得）  

．． ・・・・；e・Radへの登録が済んでいない場合は          ●  

∴■l′干■仏、lTぺ、ニ’  

・÷ ⊥．∫1▲岬√：．－も坤■珊由句も紳鵬持て■ゼドーtさ認：一～T  
｝ 酵儀巾符l＆菖i・内ヌーユー叫ぢ熟慮ログゼニケ屈すンかちuダインLてくだ郡，一  

書I～のメ・1・ノ′′かち耶で声覆い、1ンサンヴ嘘東研欝鷺℡曾■  
■ シ員サム劉際に■当た・・一ての郷間捌いただモ．澗a珊亨が亀＆かど  

ご血・′ェ．tい   

徽 細らせ  
●● ：「システム利用にあたっての事前準備」を確認し、しかるべき： ●                                                 ●  
；手続きを行って下さい。  椒

私
泄
㌦
鴨
訂
 
 

♯汗マニュー瓜  
●   

●   

●  

●  

●  

●  

●  

●  

率晰朋紺亜■  

計ス事一灯サービス糖■  
ヒ 学  
専■屡集  

■■シュー▲て胃■～■■■暮－t  

京■くさ鵡憫鐘誓亀  

ノヤ・′け－ノーl¶・ごシー γイlポリン・▲  血■■－■●■－■■■■■－■－h■－■■■■－■■■■■t一■■■■  

http：lJwww．e－rad・gO・jplkenkyuIindexthtml  

”惑◆脚く】酬で，靖←洲謄昔4¶t脚 鮮酬脚  

押一九  
お粥い奮わ吐乳  
lサイトア、一ノブ  脚払  

－  －・・．‥．■ ∴   一    才：′ユ 山瀕〉罰 し・◆聯  〉酬 蝿 穐、二～；：瞼＞ ノ囁こ騨恥伊“  

挙・鱒姦樹壷ニ  ▲  T    ∴ －し 二■v－■■－・∴l■－ ・‾．■  ・一 什I－∴ l  
綜隠虹や  

ノY脚世事鰍′ゝ吋一帯竹¶■柳◆臥、鋤・こ   「    一 一  ′＋・【－  

塵二左＞鐙盈義和けぺ∵ジ＞システム利和に当たっての肇蘭叩個  

臨システU抑制に当たっての事前呼闇  

蒜空′スタ＆割増親姉尊宅必郎  

㌃
∴
 
■
∴
 
i
 
 

お茶ヂム稚洋駐韓たっての夢前準備   

熱戦瀾ほ棋射㌢サンロトパ  

抑穆抒マニュア絡   

ス蒼包のサービス晴雨   

で朝議～：な為幾等馴覧   

＋ よくあ忍野弼と寄袋  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

r研究機開に所属していない研究者」、r研究機開に所属している研究者Jでは、  

それぞれ登録手続きが異なるので注意が必要です。  

※手続きによっては最長2週間程かかるので注意して下さい。  

●  

●  

とする研究捌ま、あらかじめ研究恥！デ  
●  

；竜スリ岬ドの約というシステム億働I‡‡  

き軋研珊臥軌齢‘鳩本酒粕を  
戚」を発行し研究蕎郎一意推せ確保する  

●●●●●●●●●  
●・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●†棚抒迂虔感度£あモ訂  

驚この燵封手緩きはシステムを利用するために必蛙なず観費ゃす句汽酬穫・調敬によてtて  

71  

ツ g ＿  t’、t＿ゴiこ 諷ニし∴「示   



http：llwww．e－rad．go．jpIkenkyu／index．htmI  
●●●●● ●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●● ●●●●● ●●●●●●● ●●●●● ● ●●●●● ●● ●●●●● ●●  

●●  

e優Radノ廓㌍誌詫旋叢簾田囁榔醜  
恥Ⅵ働卿Ih▼酬サ  小一Jt ごアニこご三㍗ご：／…閥への応募手練きは研究代表章（研究計画書の申絆者）が行います。：                                                                                                                                        ●  

‾ニ  こ∴  
：なお、応募手続きには研究分担考の下肥に示す情報が必要ですので、 ●  
●  

：あらかじめご確認下さい。  

；分担研究者が研究者番号」  

，  

敬¢－鱒覆車挙  
雇ぃ∵＋㌧戒ふ  

∴二  

＿トり・、r蘭で・い て ．  

■Jlナ●・り∴！●！「・■ ．Lれふ・l「●，－∴．t中二か－1＝サ、・．：．丁・て弓■し  

書 タ、省ノ 巨 か乱歩！耳丁努熱いユン・・ニ～門蒐…発弾艇濱野でダ 
詣耳ずム倦i闘鶏祈青竜崩壊、き ●  

シ鳶掌ふむ鞘訂醜，T辱一柳繍●●  
■ シーTム桝鱒㌃当凍・．でm郷間徴船ヨ囲みいただ予．描なⅥ紺詳ガある軌■－う士 
■■、「・．－‥  「所属研究機開コード」  

「部局名」  

「職名J  

■ lヌⅦ弓中  

顔シュ乎も巧サービスヰ農   

事■●■   

一本シス芋虫ぐ職占な鳥猥薫一飯   

姦よも晶奄誓詞裁野良  

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●  

●  

●  

● －て：  

一●…′岬湖∴＿∑♪  

●●▼  

●  

‥．．．．．  

；（注意）  

●  

●  
●  

●  予 研兜鞠封釣㍑  
●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

ヽ  

●  

●  

●  

●  

●  

●  ；必ず操作マニュアルをご参照下さい。  

拍  子∴  

■l二〔  

『｝  紺ナ 「一■、・＿ ■  

；く注意）  
●  

；ログインにはーログインIDJと「／くスワードJが必要です。 ●  

● ：辞しくは所属研究機開のe－Rad担当者にお問い合わせ下さい。  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●  
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衰示 咄仁王鱒甑入り、卿 ツー耶腋 冬服咽 豆 √汎▲九）女■、、爪一彗¢・れ ▲＝－≠  、岬・い）・∬、、  

シナ．研究者1句けメニュー  

前匝ログイン：犯【冶佃討1315：説】：44  

●  

■．●・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・；t子中譜「公募一勤を遵択                         ヽ●●●●●●●●●●●●●●●●●●●■●●●●●●●● 
●●●   

●   

●   

●  

●●  

匪電子申措  

広蓋鼻墨堕琴藍盈通茫埋馳二監   

鼠墓羞．杢濾胡霊要理ヒ墓誌製約手凝整濃艶抜放二監   

成果邦書惰≡報漉温二覧   

課題二監  

診、研究廿愉楕管理   

敷地通知重要設星  

野瓜ユ＝エ盆景  

陸別急迫怠温   

顔過去腹鼓跡  

Il■リ㌣r‾‾∵† 【TTニ‾t一丁’；T 「  【’二丁一二T－1－T  ■‾‾ “ ■ ■■ト▼▼」‾【‘▼‾－▼■u▼■▼、 I ‾■一■－▼‾1■■】 －’．‾      1ナ       ‾－ ‾  ■■ ‾▼‾一r 一 ．一旬′  

・J・ノ  

、P．貰誓ニ．  
▼ －  

感ベー鱒鱒琴鱒鱒  畠⑮イント丸井  
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▼  
・一  ←－  

●＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝■●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●  

；府省庁名「厚生労≠省」、配分機関名「厚生労働省」の「応募情報入力」をクリック；  
▼●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●  

●  

●  

●   
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コ相撲軍 堵謁轡 叢悪曝 お馬盲こ瑚轡  ツーIIく．こ一 へふ丁隼・  

＝烹・  
ご  ∫－ よj；†悼 －ご†ユ‥三・・・も「・ニー  ヰ∴1  

驚相中鶴事・刷琵  

甲誅顎詫  

劉削邑悪儲野韻「磁㌫「  
巨 細魂》  穏瀾憐憫摘臓隊    遠；   

u尺L  恥訂d  
・rH肝）  

丑耳党††群旧  

脚衰郎  

穫横内蹄切目  
一‘先塔  

●ナ  

郎帽サ琴屠＝那謂ヒけ利昭別  
学才  

一一卵印駄粥鼻那ヨ挙矩時  
関斬  

矧陀郎御中柁榊I郵相  
唇  

一卵関堰卯月那臼開明  
悶悌  

こ∴ノ・、∴ニ・∴・二  
≡愁  

聖㌍‡讐管主騨ぬ‥華霊● ′ヾ －・ 

‾ 
こii●●●    ．・  

．．■・・・・  

∴∴∴ 

芸濃  
∴ゴ；ふふ・・ニ丁                                           E   【  

融雪息誠悪習濱馳ヒム生  山コ 

●●●●●●●  

・ ・i．′JJJご：：∴il；‘．－ii‘－・i；ii．  

：（注意）  

‾二 二 二‾ニー ‾ －‾′‾‾ ‾、一■■‘‾■’■’‾‾‾‾■‾■－■′、■、・‥－■－一・一・ －、・．＿一＿‥ ‥一．＿＿  

＿ ＿        ●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●   ●●●●●●●●●●●●●●●●  

所属研究機開によっては・研究者から所属研究機開へ捷出された登録内容の確認を行うために、  

●●●●●●●●●●●●●● ●●●●●●●●●●●  ●●●●●●●●●●●●●●●●●●  ●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●  
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応募作  ）の項目は必須項目です  
●ト●一■   

升仙野 舗蛛㊥ 疲紬醐仏山号憾ザ更紗  ●●●●●●●●●●●●●●●●  

・；「新軌を選択；   
●●●●●●●●●●●●●●●●  

●●●■●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●  

．；研究計画書の巾研究課題名（公募番号）」  応苛情報督副研究井削蕃恥入力】  ●●  

＿●●－  

●i雲  
● ノ．：ガ  

酬…人側…扁     の柚篭〉〉入れ情■の■腰  

朋に入札てi舞〈胤斬ノウ九てくだ乱l・  
‾   ‾   

；の情報に基づき記載すること  
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●  

●  

●  

●●●′  

．；研究期間は開始年鹿、終了年虔ともに  
●●   ●●●   

●●●   ＿●●●   

●－  ＿▲●●●●●  

tのつL叱18は止靖■邑て寸。  ● ●  

●：西暦（4柿）で記載すること  
●  …＝＝＝…＝＝＝＝＝＝＝●′  

・ ・・● 
・ ・・・・ 

●●■‾ ・ 
・・・・● 

配分載龍も▲．ノ．ナスト耶馳ンクー  
鴫虎も  Ilq食テスト嘲よ  

‘ 

覿鵡欄欄償二分   

問In   

■tl■■■■欄  
l繍繁欝翫  

l即l饅キスト輪1  

●●●l  ・・ 
．・  

t ＿．           ＿●●●  

華斬醜壬fケ7雌鏡   

；分野コードは○・Rad上では4桁の数字となっているため注意  
●  

：（例）分野コード「102」（ライフサイエンス医学・医療）の場合  
■寛椰   く間削  

「0102」と入力  ・・・・！  

●●●●  

ま分野  ・（コザ）  

● l   
桝煽輝1  こコード〉  

桝分■陀  ；コード〉  

ま劇儲脚  tr－F）  

■電祐一ウ一戸t しコ珊  

く礪欝キーワーFg くコ山F）  

研究トワーF9 くっ＿ドI  

嘲鷲津－ワ加F4（コ■ドン  

●●●  

¶；研究キーワードはe・Rad上3桁の数字となっているため注意  
ズ九†虎気l●●  ▼●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●   

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●●●●●●●●●●●  

：（例）研究キーワードコード「1」（遺伝子）の場合  
●  

i※rモの触の♯含のみ入力してくだ乱一   

牒汀モの■Jの1皇¢み入力して（だ軋l   

十＃lモの触の鶏舎のみ入力してくだ乱1   

J粍ーぞの亀Jの媚含のA入力してくた■軋l  

「001」と入力  
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●  

蟻買キ叫り岬F5 ′コーn  

l  ●●●●●●●●●●●  
●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

・！●  

童「研究目的J  

研究計画書の「8．研究の目的J  
を記載すること  

；「研究概軋  

：研究計画書の「7．研究の概要（流れ図部分を除く）」  
；を記載すること  

－‾   － －－一 二q鞘i二 ．  、L▼ ■一二こ「い チラ ー∵ニ ーー ‾ ∴■ ‥I∴‘T」こ】■l・－   

・．■ヽ－■‘ ■l－  ‾   ■■ ■■   ■  ＼  

含●イント1叶  
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●■●●●●●●●●●●●●●●●●●■●●●●●●●●●●●                                                      ●  

赤字）の項目は必須項目です   



研究計画書のr5．研究組織情報⑥研究費配分予定額（千円）J  
r6．政府研究開発データベース研究者寺号及びエフォート」  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

● ●●●  

お★に入○叫 ウール申．～lブ叫            ■   ．－  ■－1      ■  √  ・       ■  フ河ル脚 線先呼 集売切  

；の仲掛こ基づき記載すること  

：※研究分担者がいる場合は「追加」ボタンで枠を作成  

、応募情報登録【研究組織情報の入力】  

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●  

●  

●  

●  

●  

研究…㈲〉ヰ掛瑚露井洲輪の入か＞研究脚j≠掲の入か＞応獅子芸濃のるか＞■寛■■ttの入か＞応募・責入状況のM＞準募≠相計イル  
の稚定＞＞入力≠欄の確夏空   

項目に入力して汝へ肌を久lッ九てください。  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

一 

、 

朋把．． b －・・  ■■ ■l痍■▲も  

㌢  2．筆拉  研究馨犠積  
3．役割分担  

1 叩馴脚▼■‾‾叩押W一‾一叩▼－す‾■′－‾‾ 

叫．＿－1【【．】川＿【＿＿ル．，＿｛－▲．＿．」   

2．（単位名）博士  

3 

ト－－・－－一一・－－－－「・－■－－  

書  

r■‾‘－‾’－  

礪究代蓑薯；iプリ  

（所属研究機詭コード）  

渕m00釦糾  
く謬局名〉モの他詳局  
（職名）濠散ぜ  

・「「面  
≦  
盲（名右＝ツイチロウ  

＿－・・・．． －」  

（名）晃一郎  

1 「‾‾－‾’’‾’一冊－‾’一■■■’－岬‾椚叩1’－ ．妻  

腰⊥ 

稟「その他Jの場合のみ入力  

してください  

星く稀脚珊虎コード）  

・「‾云市  礪究分担着1  

＋撃j癖ノ∴十  

氏
名
 
 

乱調インターネ沖   
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●●・、■′●き雫オ●」■●●●一■●J●r●●●●●●●●●■●●●′●●●●●●●●●    ■ 
●   、－  ●  

赤字）の項目は必須項目です：  
●●●●◆●、●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●′  

ファイル咄 締集喝 表示ぴ ぁ熱こ入り脚 ツール呼 ヘルプ脚  
●●●●●●●●  

研究計画書の「15．他の研究事業等への申請状況（当該年度）J  

「16．嘲」  

：の情報に基づき情報を妃載すること  

応募情報登録【応募十受入状況の入力モ※複数の課題がある場合は「追加」ボタンで枠を作成  
●  

●  

●  

●  

●  

●●● ●●●●●  

：※下線に関してもエフォート情報も妃載すること  ●●●●●●●●●●●●●●●   

；「有」を選択：                             ● ● 

●●●●●●●●●●●●●  

研究者憎取り確恕＞＞研究共通胴恥入か瑚究個叩絹の入か   

♪●●●＝  
●  

●  

● ＞応声時予葺額の入か＞研究租借情報の入力＞＞応募・彙入状況の入力＞＞応募情和ファイル  

の指定＞＞入力呼的確認 
●●  

恥入札てへ胤軌クしてくだ凱、。  
‾  

●  ㌫ご去…  
・  ・・  
．  

Jし∴   

●  
●  
●  
●  

‾－ ‾【●‾J【■－－‾・－－■■TT｛－ ‾－‥・J・∵∴∵∵－・  イ∵㌔定ややヤ  
●  

●  

〉   ム     ゝ′  
p†ア●ぐ∴  …＝＝＝＝＝＝＝＝＝■＝＝＝＝＝●ヽ  

け“一三報告するべき課馬がない場合は「削除」ボタンで削除；  
茸㊨インター如ト  
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葬即妙1坤虻相場   

∴ニ、応募情報登録【応募情報ファイルの指定】  

研究書憎絹の確証＞＞研究共通憤抽か入力＞＞研究個別情報の入力＞＞応募疇予富舘の入力＞＞研究織機情報の入力＞＞応募・責入状況の入力＞＞応募職種ファイル  

の薔定”入力憺欄のq祀  

■  応＃内容を憺正する場合は、修正済みの応＃内容ファイルを遭I札．なおすと、前のファイル炸削除されて上さきされます．  

●  応＃内容ファイルに修正がない楕含、応＃内巷ファイル選択Ⅶま空欄の主まで肌lません．  

●  応募内容ファイルについてはWordファイルの代わりにPDFファイル奉遷択することも可能です。くPDFファイルは応募内容ファイル機式（W8rd又は各配分機耶  
壌供すも■式）せ基に作成したものに隈りよす。）  

卦庵インターわト  

…＝＝＝＝＝…＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝い■●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●■●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●  
●  ●  

（注意）「応募作業⑧Jの作兼後r→次へ進む」をクリックしても、本画面が出ない場合、  
●  

●  

●  

●  

上記偉業は不要です。画面に従って次ページ以降の作業を行って下さい。  
●  ●  

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●  
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Wヰ鳩き 軌∞ 灘荒駆 桝晦入竺亜 サせ聯▲J・椚御  
■ －   ・ ■                   ■    ・－  

丁∴■■■＝∴二  

ぐ▲Rid 脚獅間際せぜ氾鞄  

．・・至「ダウンロード」  
．  

応貌掩絹眉儲瀾漕  

応募作業⑥～⑨でe－Radに登録した情報を  

PDFとしてダウンロードすることが可能  
せ†凱．た応腎離I＊手早モー「叫ルに資財れましL。  
あなた（′．一札一周M鶉才ヰ叩このPい「フ〆川■で鴨唖苦れ青Tt   

′り乍響専干場伸呵チーサ¶－一帖膵サ■′ササト▲り▼て耶プーイrl書ダ「ン「しYド㌔，1雷チ職禁ノて／亡き∴  

机凧憫潤欄新船軌軒冊冊 

． 

・●●  

●●  

芋†研・筍ラた覿合には  
●●  

搬う》疇礪I黒  子てIl胃貫センタ   

事親亀  脚月鱈子スト研  
iさ繹魚  tl明舵す加■ヰニ、鑓水叫呵  

鞘桝  存留鱗覚、咤用鯛貿   ＿●  
●  

●  
●  

●  

●  

●  

●  

●●l  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●   

覇珊繁計数名  
作威H   

蛾詳蓼禽廟欄  
「確認完了・捷出」をクリック  

本作業終了後、次ページ以降の作業を行い  

e・Radでの応募作業が尭了していることを  

確記すること。  

珊轍  ∈退淫猥   

†一念覇寧憫 
軋再刊師澗眼当用－1槽汀r・搾当肺々ノ事舞ノッ丸匂いケネ搾拐惰■炸粛控・繊打T、さ才tりし  
一躍甘捜甘丹前柑－′ないと官記†J横間＝丈rT封lよせん．   

P【ずフ1′，イ小兵殉尊号讐汀すう1こlゴ．Ad仁b留萌＝Ob州知事d●・が．色申です。 オナムイ 
▲・て■卜り＝．rLIなしl和宣丁爪ヂ勺ノ軒メノッノ司 r‘イノ1トールして・てだきしし  

r空・・噛j  

J
豆
㌔
ぺ
∴
∴
十
重
 
▲
彗
で
ぷ
㌧
ム
 
 

ゾヾ一篭義盛甜  

l錮ヰ沖一和一  感け－翻勒兢  
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状態   睨明   

応募情報を一時保存した鳩舎は、r作成中jと栗示され許す帝  

・r再軌ボタンをクリックすると、応募情報の入力を再開でき  

作成中  
証すゎ  

希「2＿3（Oj応募情報の作成を再開する．巨蓼欒  

・r削除jボタンをクリックすると、応募情報を削除でき許す，7▲  

詩r2．鋸即応慕情粕を削給するj参照   

応募情報を提出していない場合ほ、「東那割と教示きれ雷サ。  

・r姜産出jボタンをクリックすると、応募情報をそのま那産出し  

ますホ  

未確認  
串㌻2．3ど亡き応募情報を提出する．巨歩照  

・「修正jボタンをクリックすると、応募情報を修正できます。  

巧「2．3昭応募情報を修正するj参照  

・r肖豚Jボタンをクリックすると、応募絹報を削除でさ許すホ  

鴻『2．3紹）応募博雅を削除するj恕照   

所属研究紺掛二提出された応募偶鰍二級ー練霹研究機瑚受付中J  
所属研究機闇受付中  

と表示きれ家す丑   

所属研究機関が却下した応綴情鰍こは、「宗野下Jと蛮示きれ鼓すゎ  

却下  却下理由については、所属研究機関の事識相当者に緒舐Lてくだ  
全lヽ  

配分機関受付中   
配分楓愕郎こ提出された応募用矧＝は、「配分機関受付中jと渋示  

され賓す。   

姦己分機関処理中   
配分機関が受理した応帯情報には、柑己分機関処理中jと教示さ  

れますか   

● ●  配分護関が不受確した応募情報には．1不党軌と表示きれます肴   

仙度提出した応募情報について、所属研究機関や配分機関から鰭  

正使媚を受けている応苓には．「修正依軌と表示されます．  

修正依頼  
・r修正jボタンをクリックすると、応募情報を勝正でき許す  

玲F2．鋸n応募情報を修正するj参照  

・r削除jボタンをクリックすると、応募青雲報を削除できます。  

⇒「2．3摘き応募情報を削除するj蓼鱒   

採択   配分機関が採択した応需情報に闇、r採択．Jと袈示されます．，   

不採択   配分機関が不採択Lた応評惰矧こは、r不採択jと怒示されます。   

1・＝城′ 扱l夢 ■繁嘲 あ恥あ○叫  叫・損吋l∧正吾郁  

彗貯温・♪ －ト射録ふ欄㌃専紳押り乳ぷト豪怒・．加，＼温温  

甘押紙耽叫牒  

ゝ書●●t■  r．胃ずt  
〝翼個開場・  に鸞熟  餞Ⅶ闇岬糾  寧鞘闘   

il（′ご鳩激賛 LX‘、■倉上い■‥、餌 ノニX）・訴こJIMち－ユー¢所管 q一門周M■月叩偏  

■一l’∨「柑曲竜 γ7イ・l■〆ヽ爪→′ご腎 L＝・爪q、ホ▲Iさ‥Yげ‘阿世 ウー輌糾p邦昭  

一）…Ⅶ－－瑚、‘1‘‘V｝t■くンく′一冊畑川棚榔胴  
当  

屯コ  ■■  ■一汗＋■増廿  

．  

琶温£蓮琶罠   

毯離慧は週  

●■」ア   

¶叫斉昭t省1事   

■rM   

翌㍍I職望′け坤   

翳勺川和すけ巾   

rサ環   

監制胴■釣増ゃ   
河†   

申■■ミ●】■▼l，・■  

－二＼・  
り・、÷珊…り1L一二∫・ノユニ震′珊仰っiノ・！・椚巧、棚”鞘！曜鱒；度器髭J  

照）椚佃〔’＞こさ、′）†も…－（H〆虻yゝ，瑚．叩岬付知帽腐攣濁£啓  

・冊・：、・ こ．・●申・・相・・・，‥叫：・ごtJニ十ふ  

・・・・t ∴．・∫ 
●●  

● ●  

●●●● 

：（注意） ●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

状態が「配分期間受付中」か「配分期間処理中」  

であれば合一Radでの応募作集の完了を意味します。  

他の状態では応募作業lま完了していませんので  

ご注意下さい。  
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厚生労働科学研究糞補助金への応募に係る   

所属研究機関のe－Radでの作業について  頻  

（平成21年3月10日改訂版）  
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● ：e－Radでの研究機瀾の承認が必要となっておりますのでご注意下さい。  

塵二皇き市議研究せ関南けページ  

浣
が
珊
卿
鱒
〉
㌻
 
 

ビ．柱ild‾′・ごLジー′  
■ 鞍現に新式研究職餅の璧録をされ愚方軋看めメニュ柵にあがシステム利雨に当たりての事  

前思腋沌お挑みしちただき、爵粟な乎練票をご確認ください鈴  

■l◆ログイン情報通甑蓼jをお持ちで、電子証明書のインスト鰍ルが終了した帯濱研究機珊め有  

徳竃戒けニュ岬にあるログインボタンからログインLてください，   

鵬 お無‡らゼ  

；システム項半掃試尊い州雫  

懐 シ貞子ム劉照監‡嶺たっての蓬削進藤   

臓誤報穣荒のタウンu－ト：  

即′む℡ヰ  ＿堅晃．堕盈艶登腰三三星芝雌更新L謬Lた覇  

腰嵐蹴覿鮎駈遥」乙敗退L戯曳空風撃豊艶鼠凰組敷盈威厳盈愚照  

度えを東新し課した－   

武機材む管き  システム改修善行い那．tた亡変更内掛圭霊．隻ニニ墨とこ土をご辟照鶴皇艶㌔   

節飴JⅦ打㈹ 専一馳由利悶肴アンケゝ増無線のお知らせ  

一監鞄，f痩梨風塵三三遮ニビを2／紙用ト3▲慨敷詰でめ臥禦濃申とき還り  

滞港L許すので、ご協力お顔いいたL諾す疇併ゼで∴アンケ嶋卜用の皇真壁  
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●  

驚滞館マニュアル  

熱帯単打伴野嘩  

遠 かステム郎サ・－ビス膳閤  

対席層儀  

恕黍曽Åテムで貫雷魚こ怒る温帯一顧  
＝…＝＝＝●ヽ  

●  

●  
●  必ず最新の操作マニュアルに基づき作業を行って下さい。‡  

●●●●●●●● ●●●  

：ニ∵●ヨ●●●●  …′●∧．・轟■   tモー■4■■■■■｛ヽ■■■■l▼▼t＿ト■■t■卜■・丈＝ニ■■ll－ Fl■ll・tt・▼勺■■▲r●1・■■■●■→●【－  

・・フライノてシ・－ポlバノー  ヤノト祀Iナシー  伽バl姉¢肋間呵減櫓あ畑加＝知如乳馳耐熱無血■：♂餞ど－・雷T・珊一面転訃  

http：IIwww．e－rad．gojpIshozoku／index・htm［  
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所藻帝笥横網啓敢担当者約宅ずメニュ職  

軒門ロ：ざ－：二・ごて耶1？1’l「】rlJT  

浄牒撥醐昭博  

漂鳥馳覿離翌 t  
●   

●   

●  

●  
●  

應   

●  

●  

●  
●  
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●   

；「応募受付情報検索（中計・却下）」を遵択；  
ヽ●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●■●●●●●●●●●●●  

沙鰯柳儒鵬瞥晴   

間宗鑑醍現象毘   

象羅芸習．険要汲毯隠tl遜登   

配遜應鞄黒馳悪  

弊事顎蒜巳瞥酬   

愚湊恵粛照度磨頸遥  

掛粍研騨Ⅶl断lⅦ謳犠   

飛腐膿還腰腰闇眉派遣   

忠盛退濫望遜   

鮫闇鯉頗豆魔   

妙∵∵ぶ濾腰．賢鼠組盈   

捗ヂ．ニュニニュ最澄   

捗払盗む度盛   

憩廠摘忽取払∴漁巌慮弧＿簿猥廉鮎  

∴
↓
 
 
 
∴
、
、
・
 
 

愚甥■れ前頭顔  
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；「承認」の後、状態が「配分機関受付中」となっていることを確乱  
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●  
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